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はじめに  

 

高齢化や広域化等が進む地方の地域社会では、住民相互の助け合い等による安心・安全

の確保やコミュニティ活動を円滑に行うために、自治会、町内会等の日頃の身近な情報の

共有が重要となっています。本調査検討会は、このような地域コミュニティ活動を支援す

る情報通信システムについて検討し、特に利用の拡大が期待されている手頃な無線システ

ムの技術的要件等を明らかにして情報伝達・共有を促進するために開催されました。 

 

これまで地域の主な情報伝達手段は、ケーブルテレビをはじめとして市町村等を単位に

整備されており、自治会等の単位に着目したシステムではありませんでした。  

今回の調査検討会では、自治会等の限られた地域（コミュニティエリア）を対象に、安

価で高齢者を含め誰でも緊急時等に手軽に利用できるような無線システムに着目し、各種

の既存システムと比較し検討を進めてきました。 

 

例えば、鹿児島県を中心に約 700 地域で、防災・防犯をはじめとするコミュニティ活動

のために簡易無線が導入・活用されていることがわかりました。 

鹿児島県は、報告書にあるように一人暮らしの高齢者比率が全国一高いことが明らかに

されており、こうした地域に適していると考えられます。 

また、福岡県もコミュニティにおける無線の活用に取り組んでおり、今後の成果が期待

されます。 

 

このように、地域コミュニティにおける無線利用の一層の利用拡大への期待から、本調

査検討会では、手頃な無線システムについて、実証試験を行い得られたデータ等からコミ

ュニティエリアに適当な空中線電力や、周波数の繰り返し使用のための要件を明らかにし、

成果を具体的なモデルケースとしてまとめました。 

 

ご当局には、これらを参考として電波行政に反映し、地域コミュニティの活性化等に役

立てていただき、地方に喜ばれる新たな電波の利活用が進展すると幸いです。 

 

最後に、本調査検討会にご参加いただいた地方自治体や陸上無線の関係者の皆様、また、

作業部会で実証試験や技術的検討をしていただいた企業等無線の専門家各位に心から感謝

申し上げます。 

                    平成 20 年 3 月 

 

 

                   

                    地域コミュニティのための 

情報通信システムに関する調査検討会 

              

                                                   座長 三田 長久 
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第１章 調査検討の背景と目的 
１.１ 目 的  

   地方の地域社会は過疎化、高齢化、独居老人世帯の増加等の課題を抱えており、市

町村合併による行政区域の広域化等が進む中、住民相互の助け合いによる安心・安全

確保や地域の活性化がこれまで以上に求められている。 

また、住民相互の助け合い等の地域コミュニティ活動を円滑に行うためには自治会、

町内会等の比較的狭い地域コミュニティにおける緊急連絡など、日頃の身近な情報の

共有が重要となる。 

このような状況の中、例えば鹿児島県を中心に約 700 地域で簡易無線を利用した

町内会単位の手頃な情報通信システムが導入されてきており、一層の利用拡大が期待

されている。また他の地域でも地域コミュニティ活動を支援する手頃な無線システム

の可能性が期待されている。 

そこで、既に地域で行われている防災・防犯をはじめとするコミュニティ活動にお

ける情報伝達・共有の実情と課題及び、地域コミュニティに適した情報通信システ

ムについて調査・整理するとともに、手頃な無線の利用について必要な検討を行い、

技術的要件等を明らかにすることにより、地域コミュニティにおける情報伝達・共

有を促進し、地域の安心・安全の向上や地域の活性化に資することを目的として本

調査検討会を開催した。 

 

１.２ 地域コミュニティの現状と課題 

近年、地方の地域社会においては、高齢化、過疎化、独居老人世帯の増加などが

急速に進展している。図 1-1 は、2004 年における我が国の人口構造の推移を表した

ものであり、人口の減少にともない今後さらに全人口に占める高齢者の割合が増加

することを予想している。また、図 1-2 は、平成 17 年の九州各県の高齢者単身世帯

数と 65 歳以上の人口に占める割合を示したグラフであるが、九州 7 県中 5 県が全国

平均 15.1%を超え、中でも鹿児島県は全国第 1 位となっている。 

これまで、地域コミュニティの担い手は自治会、町内会等をはじめとする地縁団

体であった。これらは、農村、漁村、商店街などのコミュニティに基礎を置き、我

が国独特の仕組みとして世界的にも注目されてきた。しかし、近年では、農業や漁

業、中心商店街の衰退、核家族化、マンション化が進み地域活動そのものが衰退し

てきている。このような状況の中、最近では、まちづくり、子育て、防犯といった

多様な特定目的のための NPO を始めとする機能団体（アソシエーション）が積極的

な活動を行ってきている。 

都市部、農山漁村地域等における地域コミュニティの状況はそれぞれに異なり、都

市部においては、特定の目的を持つ団体は形成されやすいが、地縁的なつながりは希

薄になる傾向がある。一方、農山漁村地域においては、地縁的なつながりは比較的強

いが、高齢化・過疎化により、地域コミュニティの維持が難しくなっている。 

最近では、国や地方自治体による「限界集落(※)」の調査も行われ、地域コミュニ

ティ再生に向けた方策の検討が進められている。 

 
※限界集落：65 歳以上の高齢者が半数を超え、冠婚葬祭や山林、道路の維持管理などの住民同士

の相互協力によって維持される集落機能が著しく低下した集落を指す。 

 1



制度面では、市町村合併による自治体の規模拡大などから、地方公共団体の存立基

盤である共同体意識の低下が懸念され、従来からの住民同士の助け合いや、さまざま

な地域コミュニティ活動への影響が心配されている。 

そのような現状の中、地域コミュニティによるセーフティ・ネット強化の必要性、

地域福祉の基盤としての地域コミュニティの役割が期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：中小企業白書 2006 年版（中小企業庁） 
図 1-1 我が国の人口構造の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

平成１７年九州各県の高齢者単身世帯数と６５歳以上人口に占める割合
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図 1-2 平成 17 年度九州各県の高齢者単身世帯数と 65 歳以上人口に占める割合 

（総務省「国勢調査」データを使用） 
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図 1-3 に平成 16、18 年の犯罪被害者の「世帯構成別認知件数」と「年齢別認知件

数」（平成 18、19 年版犯罪被害者白書（内閣府）抜粋）を記載した。近年、犯罪総

数は減少の傾向であるが、平成 18 年で 65 歳以上の約 6 万世帯と 0 歳～12 歳までの

子供約 3 万人が犯罪被害者となっている。このような現状の中、地域コミュニティ

による見守り・子育て支援の必要性が増しており、その機運も高まってきている。 

これらの、地域コミュニティに期待されている役割を担うためには、自治会や町内

会等の地域的組織活動のための適切な情報伝達が必要となり、住民が手軽に利用でき

る情報通信システムの整備が課題とされていることから、次章以降に各種情報通信シ

ステムについて検討を行うこととする。 

 

 

 主たる被害者が 65 歳以上 

自宅での被害 
年 次 

刑法犯総数
（交通業過を

除く。） 
計 

独居世帯 夫婦のみの世帯 その他の世帯 不明 

自宅以外の

被害 

平成 16 年 2,562,767 74,612 12,296 13,241 18,324 561 30,190

平成 18 年 2,050,850 61,021 9,362 9,743 14,632 565 26,719

（１） 犯罪被害者の世帯構成別 認知件数 
 

年 次 刑法犯総数  
（交通業過を除く。） 人の被害の計 0 歳～5 歳 6 歳～12 歳 

平成 16 年 2,562,767 2,190,179 526 36,528 

平成 18 年 2,050,850 1,716,254 464 32,493 

（２）犯罪被害者の年齢別 認知件数 
            

 

図 1-3 平成 18、19 年版 犯罪被害者白書（内閣府）抜粋 

 

 

１.３ 調査検討体制 

(1) 委 員 

九州総合通信局長から委嘱を受けた学識経験者、地方自治体、陸上無線通信関

係団体からなる調査検討会委員(資料 1 参照)で構成。 

      (2) 作業部会 

     調査検討会座長から指名を受けた作業部会長が招集する陸上無線関係団体委員

（資料 2 参照）で構成。 
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２.１ 地域コミュニティで従来使われてきた情報通信システムの現状と課題 

現在、自治会・町内会等の地域における情報伝達手段の多くは回覧板や電話（図

2-1）である。今でも、顔を合わせての回覧板によるコミュニケーションは地域コミ

ュニティ形成の要となっている。しかし、近年の高齢者世帯の増加や、夫婦共働き世

帯の増加などの社会情勢の急激な変化から、住民が情報を共有するのに多くの時間を

要する事態となってきており、迅速な連絡を必要とする情報がなかなか住民全体に行

き渡らない現状がある。 

有線放送やオフトーク通信(※)では、設備の老朽化、高齢化による設備の修理（図

2-2）や維持のための人員不足、加入者の減少等に直面しており、全体としてこれら

のシステムは減少傾向にある。 

※ＮＴＴの加入電話回線の空き時間を利用した情報提供サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  1 情報伝達手段として利用する際の回覧板や電話の問題点((株）エリアトーク提供) 

図 情報伝達手段として利用する際の有線放送システムの問題点((株）エリアトーク提供) 

図 2-

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2 

第２章 地域コミュニティ活動における情報の伝
達・共有システムの現状と課題 

 5



最近、都市部などではインターネットや携帯電話による回覧板等の電子化も取り入

れ

等の機器操作等のリテラシー不足に

よ

利用さ

れ

備

ムを検討するため、導入に向

け

 

.２ 防災・防犯などの地域コミュニティの通信に関する福岡県の取組 

事故が多発

し

した情

報

県直方市に免許が交 

付

・複数年度にわたる部分的整備が可能である。 

られ多様なメディアが利用されてきている。 

インターネット等の利用については、パソコン

る利用への抵抗感もあり、また、利用環境が整ってない地域も存在する。 

一方、市町村防災行政無線等の自治体主導のシステムも積極的に採用され

ているが、市町村の厳しい財政事情による整備の遅れや停滞なども散見される。 

また、市町村合併に伴い、同じ市町村内でありながら防災行政無線等の整備と未整

の地域が存在するなどの情報格差も発生している。 

そこで地域コミュニティ活動に適当な情報通信システ

た取り組み事例を含め、九州の地域コミュニティにおいて比較的最近において使わ

れ始めた主な情報通信システムについて本章で検討・整理を行う。 

２

ここ数年、大規模な自然災害や高齢者・青少年が巻き込まれる事件・

ており、国や自治体では、防災・防犯に対する取組みに力を入れている。 

福岡県では、防災をはじめ、防犯や地域コミュニティ活動の支援を目的と

通信システムとして経済的な MCA 陸上移動無線を活用した「ふくおかコミュニテ

ィ無線」(図 2-3)の普及を広く県内市町村へ推進している。 

この無線システムは、平成 17 年 8 月 9 日に全国で初めて福岡

され、現在稼働中である。特長としては、次の 8 点が挙げられている。 

 

・通信統制局がモバイル化されており災害に強い。 

・同報系・移動系を一元整備できる。 

・全国瞬時警戒システム J-ALERT へも対応している。 

・インスタントに災害情報通信ネットワークの構築が可能である。 

・ライフライン機関との相互連携も容易である。 

・既設設備との接続も容易である。 

・危機管理の通信ネットワークの整備が容易である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民館

Ａ市町村役場

屋外拡声子局（スピーカー）

陸上移動局（車載型ＭＣＡ）

陸上移動局（可搬型ＭＣＡ）

ＭＣＡ制御局

図 2-3 ふくおかコミュニティ無線の概要図 
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さらに、福岡県では、これまでの屋外スピーカーのみの伝達手段から、戸別の情報伝 

達 0 Hz 帯の周波数を利用した実験局(図を可能とするため、40 M 2-4)を開設し調査を実

施している。 

 

 

 

図 2-4 実験局イメージ図 

２.３ 地域コミュニティにおける簡易無線の利用と課題 

段として簡易無線等を利用

し

町村防災行政無線（同報系）が整備され、平成

13

戸

通のメディアによって情報共有すること

が求められる地域では、機能を限定した手軽な無線システムが評価され需要に反映さ

れていると考えられる。 

 

 

 

 

九州では、地域コミュニティ活動における情報伝達手

ている地域が現在約 700 地域（主に町内会や自治会数）あり、なかでも鹿児島県

は、他県に比べ導入が進んでいる。 

霧島市(図 2-5)では平成 4 年から市

年に全国で初めて地域コミュニティ活動の通信のために簡易無線が導入された。 

この無線システムにより、コミュニティに暮らす高齢者にとって負担となっていた

別世帯間での回覧板等の手渡しは軽減され、各世帯のライフスタイルの違い（夫婦

共働き世帯の増加など）による回覧板等の伝達の滞りもなくなり、迅速で確実な伝達

（録音機能）が確保できるようになった。 

高齢者等を含む誰もが気軽に利用できる共
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次に、既存の簡易無線の利用事例から、地域コミュニティに無線を導入拡充する

際に検討が必要な今後の課題について取り上げる。 

易無線等は有線等と比較して、設置や維持が低廉にできることから、無線機器の

購

用が重要となる。 

隣自治会の電波との

混

 

 

  

簡

入費用が主な負担となる。調達に当たり地域コミュニティの住民負担を軽減し普及

を進めるため、既存技術の利用や自治体等の補助の活

また、様々な自治会の概ねの広さを分類すると、図 2-6 から農山漁村地域で半径

約 1000～1200m、住宅地で約 200～800m、市街地（住宅密集地や繁華街）で約 200～

400m、山村地域では半径 1500m 以上のエリアも散在している。 

限られた電波で、多数のコミュニティエリアにおいて安定した無線通信を確保する

ため、自治会ごとのエリアで明瞭な通信を実現できる適当な空中線電力を把握するこ

と、さらに、何十もの自治会が隣接する地域も存在する場合、近

信・抑圧を回避し限られた電波を繰り返し使用する方式を検討することが必要とな

る。 

また、建物や地形等による電波伝搬の変化や近隣無線局への影響等を事前に調査す

ることが必要である。 

  

図 2-5 霧島市における市町村防災行政無線及び簡易無線局の整備状況(平成 20年 2月 1日現在） 
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    同報通信設置例 （阿久根市脇本地区）

350MHz帯（1W）簡易無線

脇本馬場脇本浜

下　村

上　原

深　田

黒之浜

黒之上

大　漉

小漉

八　郷

松ヶ根

古　里

桐野上

桐野下

槝之浦東

槝之浦西

筒　田

黒之瀬戸大橋

永田下

長　島　町
460MHz帯（5W）簡易無線

未確認

大　谷

大川渕

瀬ノ浦下

瀬ノ浦上

国道３号線　至出水市

AZショッピングモール

東牧内

中　村

牧　内

萇　野

横　手

CR

阿久根市　中継
局

CR

CR

CR

CR

CR

CR

CR

CR

CR

ＮＣＲ

ＮＣＲ

ＮＣＲ

ＮＣＲ

ＮＣＲ

CR

ＮＣＲ

９００ｍ

１３００ｍ

６００ｍ１２００ｍ

７００ｍ

３００ｍ

５００ｍ

３００ｍ

１２００

７００ｍ

５００ｍ

７５０ｍ

９００ｍ

８５０ｍ

４００ｍ

９００ｍ

９００ｍ

９００ｍ

７００ｍ

１６００ｍ５００ｍ

９００ｍ

１０００ｍ

９５０ｍ

４５０ｍ

１１００ｍ

７５０ｍ

７００ｍ

７００ｍ

９５０ｍ

宮原９５０ｍ

５００ｍCR

CR

７５０ｍ

１１００ｍ

CR

９００ｍ

７５０ｍ

１２５０ｍ

１０００ｍ

CR

８００ｍ
１１５０ｍ

４００ｍ

２５０ｍ

送信機設置場所

図 2-6 鹿児島県阿久根市脇本地区自治会のエリアと同報的通信を行う簡易無線の設置状況例

(芝浦電子工業(株)提供） 
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２．４ 地域コミュニティにおける無線システムの活用事例 

地域コミュニティにおける無線システムは、図 2-7 のように防災・防犯はもとよ

り、住民自らの活動の多様化を可能とし、希薄になりつつある地域住民の関係を繋

ぐコミュニケーションツールとしての実力を備えていることがわかる。 

住民からの緊急通報

体調が悪い
んです。

助けて!!

防災･防犯情報
の伝達

A自治会長

落
ち
着
い

て
っ

す
ぐ
に

対
応
し

ま
す
。

サッカー大会

は予定通り

開催します。
サッカー大会

は予定通り

開催します。

地域行事の周知･連絡

ヤ
ッ
タ
ー
！

頑
張
る
ぞ
ぉ
。

ヤ
ッ
タ
ー
！

頑
張
る
ぞ
ぉ
。

AA自治会自治会内内

BB自治会自治会内内

B自治会長

よし!!
戸締まりOK!!

・一斉清掃の連絡
・婦人会、子供会の連絡

・安心安全パトロール連絡

CC自治会自治会内内CC自治会自治会内内

泥棒被害が発生しています。
戸締まりを充分にしてください。
泥棒被害が発生しています。
戸締まりを充分にしてください。

市の防災情報等
の伝達も可能

市
役
所

市
役
所

C自治会長C自治会長C自治会長

図 2-7 地域コミュニティにおける無線通信システムの活用事例 

 

○活用事例    

・学校からの生徒の下校連絡により、自治会長等から「今から子供達が帰ります。地

域の皆様の見守りを御願いします」との一斉同報を行うことにより、家にいる人が

散歩がてら通学路を巡回 

・子供が帰宅しないとの情報を公民館長が送信、自治会長が通学路を巡回したとこ

ろ、薮の茂った川で、一人で遊んでいるところを発見 

・警察から認知症の方が行方不明との連絡があり、公民館長が送信したところ、人相

と着衣が似た方を見かけたとの情報が寄せられ、無事に保護 

・飼い犬が行方不明になっていることを送信したところ、地域から情報が寄せられ無

事に発見  

・母の日に、小学生が お母さんへの手紙として「お母さんへの感謝の作文」 を朗読 

・一人暮らしの高齢者を狙った 悪質訪問販売等の情報提供  

・一人暮らしの高齢者は、自治会長の声が毎日聞こえると 安心 
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２．５ 最近の各種情報通信システムの検討 

近年の ICT 化の急速な進展に伴い住民への情報伝達手段として従来からの回覧板

や有線放送等の減少に対して、市町村防災行政無線の他、ホームページ、携帯電話メ

ール、ケーブルテレビ等や無線を利用した情報通信システムの導入が進んでいる。こ

れらの中から、様々な地域のコミュニティに適した情報通信システムについて特徴を

あげ比較検討を行った。 

 

２.５.１ 情報通信システムのそれぞれの特徴 

 (1) 防災行政無線 

60MHz 帯の防災行政無線は、役場内に設置される親局設備や中継局設備、避難  

場所等に設置される屋外拡声子局及び戸別受信機により構成される。 

アナログ、デジタルともに構成に大きな違いはないが、デジタルの場合はデ

ータ通信や他システムとの連携が比較的容易に行えるといった特徴がある。 

役場
固定系親局

文字表示

監視カメラ

複信通信

テレメータ監視

戸別受信機

 

 

 ・・音声音声

・ ・データ伝送データ伝送（デジタル）（デジタル）

 

 

 

 

 

 

  

(2) 地方公共団体等が運営するホームページ 

インターネット環境があれば、誰でも閲覧可能である。自治会内等の狭い地 

域を限定するような利用より、広域的な利用を扱うことが多い。 
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(3) SNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス） 

SNS は、会員登録が必要なインターネット上の掲示板等サービスで、平成 18 

年 3 月末現在約 716 万人（※1）が利用している。 

通常の掲示板とは異なり、匿名での参加はできないため、ここでやり取りされ

る情報の信憑性が高いことが特徴である。この特徴から、地域コミュニティに

おける情報伝達手段としての活用が始まっており、平成 18 年 12 月末現在で全

国に 210 の地域 SNS（※2）が開設されている。 

熊本県八代市では、2004 年 10 月に自治体として全国で初めて SNS「ごろっと 

やっちろ」を開設した。その中で、行政情報として住民への防災情報伝達システ 

ムを構築しており、火事などの情報を携帯電話に配信する「八代市・緊急情報配 

信サービス」も提供している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 総務省 報道資料（平成 18 年 4 月 13 日）「ブログ及び SNS の登録者数（平成 18   
年 3 月末現在）」 

※2 財団法人地方自治情報センター「地域 SNS の活用状況等に関する調査 報告書 平 
成 19 年 2 月」より 
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(4) 携帯電話メール 

携帯電話は広く普及しており（※）、メール配信システムは低コストで構築で

き、多数の住民に一斉に情報伝達できるという点では有効な通信手段のひとつ

である。しかし、メールは遅延や配信されない場合があるなど、システムの特

性を理解した上で利用することが重要である。 

また、その有効性を生かすには、利用者を増やすことと、利用者の年齢によ

る偏りがないように取り組むことが必要である。 

※携帯電話の世帯普及率 88.0%（平成 19 年 3 月末現在、内閣府「消費動向調査」から） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) ケーブルテレビ 

ケーブルテレビは、平成 19 年 3 月末現在で全国 2875 万世帯(※1)に普及して

いる。九州においては、平成 19 年 3 月末現在で約 209 万世帯、38.5%(※2)の普

及率である。普及に伴い、行政から住民に対する情報伝達手段として活用され

てきており、福岡県山田町では、自治体自らがケーブルテレビを整備し、多機

能端末を全世帯に設置、IP 告知放送により防災情報を伝達するシステムを構築

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※1 総務省報道資料「ケーブルテレビの現状」平成 20 年 2 月 

※2 総務省九州総合通信局ホームページ「CATV(ケーブルテレビ)に関する統計データ」 
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(6) 簡易無線 

150MHz 帯、350MHz 帯及び 400MHz 帯を使用する簡易無線局を活用した同報的

通信システムが、町内会、自治会等の単位での地域情報伝達システムとして普

及しつつある。利用目的である簡易な業務の他、非常時には防災情報伝達に補

完的な役割を果たすことが期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.５.２ 比較検討結果 

前項の無線利用事例や(1)から(6)の各情報システムについて比較・検討し図 2-9

のとおり整理した。 

防災行政無線 ホームページ ＳＮＳ 携帯電話メール ケーブルテレビ 簡易無線
・市町村が運営す
るメディアであり、
自治会等からの発
信には調整が必要

・通信内容に制限
あり

・地域を越えたコ
ミュニティ活動に適
する

・地域を越えたコ
ミュニティ活動に適
する

・都市部や地域を越
えたコミュニティ活動
に適する

・ケーブルテレビ事
業者の運営するメ
ディアであり、自治
会等からの発信に
は要請が必要

・無線従事者免許
が不要で町内会、
公民館等の単位ご
とに同報・通信が
容易

・規模の大きな無
線設備の施設整
備工事

・高齢者にはホー
ムページが利用し
にくい場合もある

・インターネット環
境が必要

・高齢者にはSNS
が利用しにくい場
合もある

・インターネット環
境が必要

・高齢者には携帯電
話のメールが利用し
にくい場合もある

・サービスエリアで
は利用が容易

・番組制作が必要

・サービスエリアで
は利用が容易

・無線設備が安価
で設置が容易

・操作が簡単

・住民への情報伝
達のための十分な
機能を備えており
信頼性が高い

・屋外拡声器及び
戸別受信機により
情報を配信

・住民がホーム
ページを開かなく
てはならない

・住民がSNSにアク
セスしなければな
らない

・双方向のやり取り
が可能

・災害等の緊急時に
は操作に手間

・災害時に公衆回線
輻輳の影響を受け
にくく、個人に直接
情報伝達が可能

・ＩＰ告知システム
の導入により、防
災無線的な利用も
可能

・映像放送、音声
告知放送システム
により各世帯に情
報伝達が可能

・住民が常時テレ
ビを見ている訳で
はない

・緊急時でも無線
での音声による伝
達が迅速性に優れ
ている

・他の利用者（簡
易な業務）と周波
数を共用

・防災無線との接
続による補完

・相乗効果あり

特
　
徴

図 2-9 地域コミュニティのための主な情報通信システムの特徴一覧 
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(1)利用面での検討 

市町村防災行政無線のように夜間定時に各世帯の戸別受信機に情報が流される

ものや、防災情報などのように情報を限定した携帯電話メールもあるが、簡易無

線を除くと、自治会ごとの細かな情報提供ではなく市町村単位など、比較的広域

的な利用が多い。 

また、インターネット等を利用した地方公共団体等が運営するホームページ、

SNS(ソーシャル・ネットワーキング・サービス(会員制掲示板)）についても、

情報を得るにはパソコンや携帯電話などの回線接続の利用環境の他、情報機器の

操作などのいわゆるリテラシーが必要で高齢者等に敬遠される場合もある。 

利用環境が整っていれば、容易に利用ができるものとしてケーブルテレビがあ

げられるが、多くの住民が所定の広報番組を選択して視聴することが必要となる。

簡易無線を利用した同報的通信システムは、町内会や自治会ごとに容易に通信を

行うことができるが、他の利用者（近隣の町内会等や簡易な他の業務で使用して

いる者）との周波数共用であることから、混信や周波数の輻輳等の程度を事前に

把握し利用することが望ましい。 

 

(2)費用面での検討 

公的な整備としては、市町村防災行政無線が考えられるが、この大規模なシス 

テムを未整備の各世帯にまで新たに一括して整備するには、最近の市町村の厳し 

い財政事情から難しい。 

一方、整備の一部に公的補助が受けられる簡易無線を利用した同報的通信シス 

テムや、ケーブルテレビなどは比較的安価に導入できるシステムの一つとして考 

えられる。 

また、インターネットや携帯電話などを地域コミュニティの情報システムとし 

て導入する場合は、普及は個人の参加（機器購入や利用料金が個人負担）に依存 

することを考慮する必要がある。 

     

これらの比較検討結果等から、コミュニティ活動において住民の誰もが手軽に 

利用できることが必要な場合、比較的安価で、導入や設置が容易にでき、操作が 

簡単で、かつ音声により迅速に通信内容が把握できる簡易無線などの無線を利用 

したシステムの導入が適当であると考えられる。 

 
比較的安価で、導入や設置が容易にでき、操作が簡単で、かつ音声によ

り迅速に通信内容が把握できるシステム 
 

 

 

簡易無線が普及、さらなる安定した通信の行える無線の利用拡大に期待 
 

 

 

 
電波の有効利用が必要 

地域のコミュニティ無線通信システム
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 このように、無線の利用が適当とされ、さらに利用拡大の動きもあることから、

多数の町内会や自治会がエリアごとに安定した通信を手軽な無線システムで実現

するための検討を進めることとした。 

しかし、この様な無線利用の適当な事例等が無いため、技術的要件等を明らか

にするべく、地形や建物等の状況が異なるいくつかのエリアで実証試験を行い、

明瞭な通信を実現できる適当な空中線電力や、多数のエリア単位で電波（周波

数）を繰り返し使用するための方式を把握し、その結果を技術的要件やガイドラ

インを取りまとめた。 
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３.１ 実証試験の目的と概要 

３.１.１ 目的 

第 2 章からわかるように、地域コミュニティ活動における情報の伝達・共有システ

ムとして、様々な手段が使用されている。 

その中で、自治会、町内会単位等、比較的狭い範囲での地域コミュニティを想定し

た場合のシステムの一つとして、簡易無線（400MHz 帯）等の自営無線が適当とされ

た。 

本実証試験は、利用拡大が期待されている 400MHz 帯の無線システムに関して、実

環境の中で電波伝搬上代表的な 3 つの場合について試験を実施し、実際にシステム

を構成する際に必要な所要の技術的要件等を把握することを目的とする。 

 

３.１.２ 実証試験の概要 

実証試験装置は、現在広く普及している 400MHz 帯の FM 変調方式の簡易無線装置

(周波数間隔 12.5ｋHz（以下、「アナログ方式無線装置」という。）)及び簡易無線

への導入の検討が進められているデジタル変調方式（4 値 FSK 変調方式、周波数間隔

6.25kHz）での通信が可能な音声コーデックを実装した無線装置（以下、「デジタル

方式無線装置」という。）の 2 種類の無線装置を用いる。 

この実証試験装置を用い、音声通信利用について開放地、郊外地、市街地（密集

地）に所在する適当なコミュニティエリアごとの所要送信電力を求めるとともに、小

ゾーンにおける周波数の繰り返し使用を想定した次の事項について実証試験を行う。 

 

        実証試験の実環境（開放地、郊外地、市街地） 

 主な地形の特徴 

開放地 

電波到来方向に高い樹木、建物などの妨害がなく、開けている地

域。目安として、前方 300ｍ～400m が開けているような畑地、田

畑、野原など 

郊外地 
移動局近傍に妨害物はあるが、密集していない地域、樹木、家屋の

散在する村落、街道筋など 

市街地 
ビル、2 階以上の家屋の密集地で、都市内、大きな町内、建物と茂

った樹木の混合密集した地域など 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 実証試験 

 

(1)基本性能試験 

ア 受信感度－入力電圧特性 

イ 耐妨害波特性 

ウ 感度－音声明瞭度特性 

エ 送信出力 
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(2)実証（フィールド）試験 

ア 開放地における電波到達距離及び所要電力 

イ 郊外地における電波到達距離及び所要電力 

ウ 市街地における電波到達距離及び所要電力 

エ 木造、鉄筋家屋内外の伝搬状況 

オ 妨害波に対する干渉（D/U） 

 

電波到達距離は、2 章 3 項で調査された既存の自治会の広さを基本とした。 

 

３.１.３ 検討経過 

本試験に係るスケジュールを示す。 

 

月 日   項  目      内  容 

12 月 21 日 第 1 回作業部会 実証試験計画の検討 

1 月 24 日 第 2 回調査検討会 実証試験計画の審議 

1 月 28 日 

～2 月 8 日 
基本性能試験 試験項目：基本性能試験 

2 月 15 日 

～2 月 22 日 

実証試験 

（フィールド） 

2/18 開放地における電波到達距離及び所要電力

2/19 郊外地における電波到達距離及び所要電力

2/21 市街地における電波到達距離及び所要電力

2/20～22 郊外地における妨害波に対する干渉 

2/19 木造、鉄筋家屋内・外の伝搬状況 

3 月 7 日 第 2 回作業部会 実証試験結果の検討 

3 月 28 日 第 3 回調査検討会 実証試験結果の審議 

 

 

３.２ 実証試験の実施内容 

３.２.１ 基本性能試験 

実環境での電波伝搬特性実証試験に先立ち、試験データ検証のため実証試験装置の

技術的な基本性能を明らかにすることを目的として、室内環境において各種性能測定

を行う。 

 

３.２.１.１ 試験項目 

(1)受信感度－入力電圧特性 

① アナログ方式無線装置 

S/N（SINAD）の入力電圧に対する特性を確認する。 

② デジタル方式無線装置 

BER の入力電圧に対する特性を確認する。 

(2)耐妨害波特性 

同一周波数妨害波、隣接周波数妨害波、次隣接周波数妨害波に対する感度抑

圧の特性を確認する。 
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(3)感度－音声明瞭度特性 

S/N（SINAD）、BER に対する音声明瞭度の特性を確認する。 

(4)送信出力 

無線設備の出力に接続した減衰器の減衰量を変化させ、無線装置の送信出力

を確認する。 

 

３.２.１.２ 試験内容 

(1)受信感度－入出力電圧特性 

① アナログ方式無線装置 

受信感度の測定条件は、設備規則第 58 条の二の二で定義されている基準 

感度の測定条件を準用するものとする。 

1 kHz の周波数で、最大周波数偏移（400MHz 帯簡易無線局においては、 

±2.5 kHz 以内）の 60%まで変調された希望波を加えた場合において、装置 

の出力のうち、信号、雑音及び歪の出力の和と雑音及び歪の出力の和との比 

（以下、SINAD 値と呼ぶ）を 12dB とするために必要な受信機入力電圧を感度 

とし、受信機入力電圧を変化させた場合に、SINAD 値がどのように変化する 

か測定する。測定系統図を図 3-1 に示す。 

 

 
 

低周波 
発振器 レベルメータ

標準信号
発生器 無線設備

図 3-1 受信感度測定系統図（アナログ） 

②デジタル方式無線装置 

受信感度の測定条件は、現在審議されている情報通信審議会答申（情報

通信技術分科会諮問第 2009 号）で定義された 4 値 FSK の感度の条件を準

用するものとする。 

希望波入力信号として標準符号化試験信号（符号長 511 ビット 2 値擬似

雑音系列）で変調した信号を加えた場合において、ビット誤り率が、1×

10－２とするために必要な受信機入力電圧を感度とし、受信機入力電圧を

変化させた場合に、ビット誤り率がどのように変化するかを測定する。 

 測定系統図を図 3-2 に示す。 

図 3-2 受信感度測定系統図（デジタル） 

 
標準信号
発生器 無線設備 誤り率計 標準符号化 

信号発生器 
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(2)耐妨害波特性 

①アナログ方式無線装置 

隣接周波数からの妨害波に対する耐妨害波特性に関しては、昭和 61 年総 

務省告示 395 号十二で示されている隣接チャネル選択度の特性で定義されて 

いる測定条件を準用するものとする。 

基準感度より 3dB 高い希望波入力電圧を加えた状態の下で、400Hz の周波 

数で最大周波数偏移の 60%まで変調された妨害波で、希望波から 12.5kHz 離   

れたものを加えた場合において、装置の出力のうち信号、雑音及び歪の出力 

の和と雑音及び歪の出力の和との比が 12dB となるときの妨害波入力電圧と 

基準感度（入力電圧）との比として定義されているが、基準感度として、デ 

ジタル方式無線装置と同一の指標を設けるため、0dBμV を用いるものとする。 

また、通常のアナログ方式無線装置の妨害波特性試験においては、基準感

度（0dBμV）の他、他の値も用い、0dBμV を基準とした場合との相関関係

を確認するものとする。 

妨害波が同一、隣接、次隣接周波数の場合の測定を行う。 

測定系統図を図 3-3 に示す。 

 

 
 

低周波 
発振器 

若しくは  
擬似音声 
発振器 

低周波 
発振器 

標準信号
発生器 無線機器 歪率計 

標準信号
発生器 

図 3-3 耐妨害波特性測定系統図（アナログ） 

②デジタル方式無線装置 

隣接周波数からの妨害波に対する耐妨害波特性に関しては、昭和 61 年

総務省告示 395 号十九で示されている隣接チャネル選択度の特性に準じて

測定を行う。 

受信感度－入力電圧特性と同じ標準符号化試験信号で変調した規格感度

（情報通信審議会での諮問においては、基準感度として 0dBμV と定義さ

れている）＋3dB の希望波を加え、デジタル信号（符号長 32767（＝2１５

－1）ビットの 2 値擬似雑音系列）で変調した隣接チャネル周波数の妨害

波を加えたとき、ビット誤り率が 1×10－２まで抑圧される妨害波の入力電

圧と、規格感度の比を耐妨害波特性値とする。 

妨害波を同一、隣接、次隣接周波数にした場合の測定を行う。 
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測定系統図を図 3-4 に示す。 

 

 

 

 

 

図 3-4 耐妨害波特性測定系統図（デジタル） 

標準符号化 
信号発生器 

標準信号
発生器 無線機器 誤り率計

標準信号
発生器 

標準符号化 
信号発生器 

(3)感度－音声明瞭度特性 

室内環境下において、送信側からの通話を受信側で複数人にて明瞭度確認を

行う。 

送信側の無線装置の出力端子に伝搬路損失のための可変減衰器を接続し、受

信側の入力電圧を変化させる。 

この結果を「受信感度－入出力電圧特性」の結果と対比させることによって、

感度－音声明瞭度特性を 5 段階で得る。表 3-1 に音声明瞭度評価基準を示す。 

 

 

表 3-1 通話の明瞭度評価基準（メリット評価） 

評価 評価基準（明瞭度） 備考 

5 非常に良い 通話が途切れず非常に良く聞こえる 

4 良い 通話が途切れず良好に聞こえる 

3 普通 通話が途切れずに聞こえる 

2 悪い 通話が途切れるが内容は聞き取れる 

1 通話不能 通話が途切れて内容が聞き取れない 
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測定系統図を図 3-5 に示す。 

 

 
図 3-5 感度－音声明瞭度特性測定系統図 

可変減衰器
無線設備

(送信) 
無線設備

（受信） 

送

信

側

話

者 

受

信

側

話

者

 

(4)送信出力 

使用機器の送信出力の確認を行うことを目的とする。無線装置の送信出力は

パワーメータを使用し測定する。 

また、フィールド試験で用いる減衰器の特性を、SG から信号を入力し、出力

をスペクトラムアナライザで測定する。 

測定系統図を図 3-6 に示す。 

 

 
図 3-6 送信出力測定系統図 

可変減衰器無線設備 

スペクトラム 
アナライザ 

パワーメータ 

若しくは 

 

 

 

 

３.２.２ 開放地における電波到達距離及び所要電力 

３.２.２.１ 試験項目 

(1)所要電力の測定 

① 所要受信電界強度を得るための所要送信電力測定（アナログ） 

② 所要信号対雑音比を得るための所要送信電力測定（デジタル） 

(2)感度測定 

① S/N 測定（アナログ） 

② BER 測定（デジタル） 

(3)音声明瞭度測定（アナログ・デジタル） 

(4)開放地における送信電力 1W の通達距離の測定（アナログ・デジタル） 
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３.２.２.２ 試験実施場所 

熊本県上益城郡益城町周辺 

 

 

受信局 

1200m 地点 

送信局 
グランメッセ熊本 

受信局 

2000m 地点 

受信局 

4300m 地点 

受信局 

5000m 地点 

受信局 

3000m 地点 

この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1 地形図

（健軍）の一部を使用したものである 

 

試験地は送信局周辺が駐車場となっており、比較的交通量の多い道路が伝搬

経路の途中にあるが、極めて見通しの良い環境であり、送-受信間に大きな建物

等は存在しない環境である。受信点周辺も畑地等で開けた環境である。 
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３.２.２.３ 試験概要 

送信局をグランメッセ熊本に設置し、送信点からの距離 ①1200m で所要電力

等を測定し、続いて 5000m を限度として 1W での到達距離を確認するため②2000m、

③3000m、④4300m、⑤5000m に受信局を移動して測定を実施した。 

試験に使用するアンテナは、一般的な使用を想定し、2.14dBi のホイップアン

テナとした（電界強度測定においては、ダイポールアンテナを使用）。 

 

（アナログ・デジタル） 

地上高 

８ｍ 

受信局：測定車

送信 距離：1200m

受信点１ 

送信 距離：3000m

受信点3 
送信 距離：4300m

受信点4 

試験① 

試験③ 

試験④ 

試験② 送信 距離：2000m

受信点2 

送信 距離：5000m試験⑤ 
受信点5 

送信局：グランメッセ熊本 

 

 

３.２.２.４ 測定手順 

(1)送信局としてグランメッセ熊本の屋内にデジタル無線装置を設置、受信局を当

該駐車場に置き、電界強度を測定する。送信局側減衰器の値を切り替えて電界

強度の変化を記録する。また、音声明瞭度の確認を行う。 

 

(2)送信局としてグランメッセ熊本の屋内にアナログ無線装置を設置、受信局を当

該駐車場に置き、電界強度を測定する。送信局側減衰器の値を切り替えて電界

強度の変化を記録する。また、音声明瞭度の確認を行う。 

 

(3)受信局は、移動完了後アナログ無線装置をセットし、スペクトラムアナライザ

を用いて周囲雑音状況測定、電界強度測定器を用いて受信電界強度測定、S/N

測定、音声明瞭度の確認を行う。S/N 測定時は、送信局側の無線装置に低周波
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発生器を接続し、1kHz、-39dBm（標準変調となる入力レベル）を加え、受信局

側の無線装置の音声出力をレベルメータに接続し、送信側の変調の ON/OFF を

繰り返して、S/N を得る。スペクトラムアナライザを用いての周囲雑音測定で

は、希望波±1MHz 程度内の妨害波の確認及び、±10kHz 程度内の帯域内雑音を

測定する。 

 

(4)その状態で、可変減衰器の値を変更し、音声明瞭度が 2～3 程度になるよう送

信局の出力を変化させる。このときの送信出力を記録し、電界強度測定器を用

いて、電界強度の測定及び S/N 測定を行う。この時の電界を所要電界とする。 

 

(5)デジタル無線装置にて、(3)、(4)を行う。ただし、S/N 測定の代わりに BER 測

定を行う。測定は、無線装置内蔵の簡易 BER 測定モードを使用して行う。 

 

 

 

 

３.２.３ 郊外地における電波到達距離及び所要電力 

３.２.３.１ 試験項目 

(1)所要電力の測定 

① 所要受信電界強度を得るための所要送信電力測定（アナログ） 

② 所要信号対雑音比を得るための所要送信電力測定（デジタル） 

(2)感度測定 

① S/N 測定（アナログ） 

② BER 測定（デジタル） 

(3)音声明瞭度測定（アナログ・デジタル） 
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３.２.３.２ 試験実施場所 

熊本県熊本市山ノ神二丁目～熊本市佐土原二丁目付近 

 

 

九州総合通信局電波監理部 
送信局 

受信局 

200m 地点 

受信局 

600m 地点 

この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1 地形図

（健軍）の一部を使用したものである

800m 地点 

受信局 

400m 地点 

受信局 
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３.２.３.３ 試験概要 

送信局を九州総合通信局電波監理部庁舎に設置し、送信点からの距離 ①200m、

②400m、③600m、④800m 地点に受信局を移動して測定を実施した。 

試験に使用するアンテナは、一般的な使用を想定し、2.14dBi のホイップアン

テナとした（電界強度測定においては、ダイポールアンテナを使用）。 

 

送信局：九州総合通信局 

  電波監理部 

（アナログ・デジタル） 

地上高 

８ｍ 

受信局：測定車

送信 距離：200m

受信点１ 
送信 距離：400m

受信点2 
送信 距離：600m

受信点3 

受信点4 
距離：800m送信

試験① 

試験② 

試験③ 

試験④ 

 

３.２.３.４ 測定手順 

開放地におけるフィールド試験と同じ手順で試験を行う。 

 

 

 

 

３.２.４ 市街地における電波到達距離及び所要電力 

３.２.４.１ 試験項目 

(1)所要電力の測定 

① 所要受信電界強度を得るための所要送信電力測定（アナログ） 

② 所要信号対雑音比を得るための所要送信電力測定（デジタル） 

(2)感度測定 

① S/N 測定（アナログ） 

② BER 測定（デジタル） 

(3)音声明瞭度測定（アナログ・デジタル） 
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３.２.４.２ 試験実施場所 

熊本県熊本市本荘町 NTT ドコモ九州ノードビル周辺 

 

 

受信局 

60ｍ地点 

受信局 
200ｍ地点 

この地図は、国土地理院発行の 1 万分の 1 地形図（熊本）

の一部を使用したものである

受信局 

400ｍ地点 

ノードビル駐車場 

送信局 

NTT ドコモ九州 
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３.２.４.３ 試験概要 

送信局を NTT ドコモ九州ノードビル駐車場のバケット車に設置し、送信点から

の距離 ①200m、②400m、③周辺地点に受信局を移動して測定を実施した。 

試験に使用するアンテナは、一般的な使用を想定し、2.14dBi のホイップアン

テナとした（電界強度測定においては、ダイポールアンテナを使用）。 

 

送信局：バケット車 

（アナログ・デジタル） 

地上高 

８ｍ 

受信局：測定車

送信 距離：200m

受信点１ 

送信

 

３.２.４.４ 測定手順 

開放地におけるフィールド試験と同じ手順で試験を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

距離：400m

受信点2 

送信 ノードビル周辺

試験① 

試験② 

試験③ 
受信点3 
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３.２.５ 木造、鉄筋家屋内・外の伝搬状況 

３.２.５.１ 試験項目 

受信電界強度（減衰特性）測定 

① 木造家屋の屋内・屋外における受信電界強度測定（アナログ・デジタル） 

② 鉄筋家屋の屋内・屋外における受信電界強度測定（アナログ・デジタル） 

 

３.２.５.２ 試験実施場所 

熊本県熊本市佐土原二丁目 熊本市東町地域コミュニティセンター及び 

熊本市小峯三丁目  九州総合通信局電波監理部 

 

 

木造家屋 
熊本市東町地域コミュニティセンター 

九州総合通信局電波監理部 

この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1 地形図

（健軍）の一部を使用したものである 

鉄筋家屋 
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３.２.５.３ 試験概要 

【試験①】熊本市東町地域コミュニティセンターを受信点とし、電波監理部から送

信された電波について屋外・屋内の受信電界強度を測定し、木造家屋の

減衰特性を求めた。 

 

【試験②】電波監理部を受信点とし、熊本市東町地域コミュニティセンター付近に

設置したバケット車から送信された電波について屋外・屋内の受信電界

強度を測定し、鉄筋家屋の減衰特性を求めた。 

 

試験に使用するアンテナは、一般的な使用を想定し、2.14dBi のホイップアン

テナとした（電界強度測定においては、ダイポールアンテナを使用）。 

 

送信局：九州総合通信局 

   電波監理部 

地上高 

８ｍ 

送信点 距離：600m

受信点１ 

送信点

地上高 

８ｍ 

送信局：バケット車 

（熊本市東町地域コミュニテ

ィセンター） 

受信局： 

鉄筋コンクリート建造物 

九州総合通信局 電波監理部

距離：600m

受信点2 

（熊本市東町地域コ

ミュニティセンター）  

受信局：木造家屋 

 

３.２.５.４ 測定手順 

(1)本試験は電界強度の測定のみで変調方式によらないため、送信局はアナログ無

線装置のみを用いて行う。送信局の出力を固定し、木造家屋の屋外・屋内及び

周辺数箇所の電界強度を電界強度測定器とスペクトラムアナライザを用いて測

定行う。受信測定位置を記録する。 

 

(2)受信局を鉄筋家屋周辺にし、(1)と同様の測定を行う。 
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３.２.６ 妨害波に対する干渉（D/U） 

３.２.６.１ 試験項目 

D/U・音声明瞭度測定 

郊外地における D/U・音声明瞭度測定（アナログ・デジタル） 

 

３.２.６.２  試験実施場所 

熊本県熊本市小峯三丁目～熊本県上益城郡嘉島町一帯 

 

妨害波局 

1200ｍ地点 
妨害波局 

1300ｍ地点 

妨害波局 

1500ｍ地点 
妨害波局 

1700ｍ地点 

妨害波局 

2100ｍ地点 

妨害波局 

2300ｍ地点 

妨害波局 

2400ｍ地点 

この地図は、国土地理院発行の 2 万 5 千分の 1 地形図

（健軍）の一部を使用したものである

3600ｍ地点 

妨害波局 

600ｍ地点 

受信局 

九州総合通信局電波監理部

送信局 
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３.２.６.３ 試験概要 

希望波送信点の電波監理部庁舎（地上高 8m）から、600m 離れた位置に受信

点（測定車）を置き、その線上の反対方向の 600m の位置に妨害波送信点（バ

ケット車（地上高 8m））を仮設、両送信点から均しい送信電力で送信する。

この時の受信点における D/U を 0dB とし、バケット車を仮設した位置から

徐々に移動させ、受信点において音声明瞭度に影響が出る D/U を測定した。 

さらに、音声明瞭度に影響が出始める地点を、妨害波送信点を約 100m 刻み

で移動させることで特定した。 

試験に使用するアンテナは、一般的な使用を想定し、2.14dBi のホイップアン

テナとした（電界強度測定においては、ダイポールアンテナを使用）。 

 

希望波送信局：九州総合通信局 

電波監理部 

地上高 

８ｍ 

妨害波送信局  ：

バケット車 

希望波送信点 試験① 

試験② 

試験③ 

試験④ 

受信局： 

妨害波送信点1 
0m 

受信点 
600m 

希望波送信点 妨害波送信点2 
1200m 

希望波送信点 妨害波送信点2 
2400m 

希望波送信点 受信点 
600m 

600m 
受信点 

受信点 
600m 

妨害波送信点2 
3600m 

測定車 
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３.２.６.４ 測定手順 

(1)送、受信局をアナログ無線装置とする。 

 

(2)受信局での希望波入力レベルが所要入力になるように希望波送信局の送信出力

を調整する。 

 

(3)妨害波送信点から希望波と同一周波数で電波を発射し、そのときの受信局での

電界強度を測定する。 

 

(4)希望波送信局から音声送信し、受信局で受信している状態で、妨害波の送信電

力を希望波送信局と同一の送信出力になるようにして同一波送信し、受信局の

受信状態（音声明瞭度）が悪化するかどうかを確認する。 

 

(5)悪化した場合、妨害波の送信出力を下げていき、悪化しなくなる限界の送信出

力を確認する。悪化しなかった場合、妨害波の送信出力を上げていき、悪化す

る限界の送信出力を確認する。 

 

(6)送、受信局をデジタル無線装置に変え、(1)～(5)を繰り返す。 

 

(7)妨害波の場所を移動し、(1)～(6)を繰り返す。 
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３.３ 実証試験結果と分析・評価 

３.３.１ 基本性能試験結果 

(1)受信感度－入力電圧特性 

① アナログ方式無線装置 

S/N（SINAD）の受信機入力電圧に対する特性を確認した。測定結果を図

3-7 に示す。 

-50

-45

-40

-35

-30

-25

-20

-15

-10

-5

0

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55

受信機入力電圧　[dBμV]

S
/
N

　
[d

B
]

まつしたよこはま503

まつしたよこはま504

まつしたよこはま507

まつしたよこはま508

図 3-7 S/N 特性（アナログ） 

 

 

フィールドでの受信側無線装置として使用した「まつしたよこはま

504」を含め、他の 3 台の無線装置もほぼ同等の特性となっており、-5dB

μV 程度の入力で S/N20dB が確保できていることが確認できる。 
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② デジタル方式無線装置 

BER の受信機入力電圧に対する特性を確認した。測定結果を図 3-8、図

3-9 に示す。 

0.000001

0.00001

0.0001

0.001

0.01

0.1

1

-20 -10 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140

受信機入力電圧　[dBμV]

B
E
R

ちよだじっけん8

 

図 3-8 BER 特性（デジタル：ちよだじっけん 8） 

0.000001

0.00001

0.0001

0.001

0.01

0.1

1

-20 -10 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140

受信機入力電圧　[dBμV]

B
E
R

受信専用機2008_1

 

図 3-9 BER 特性（デジタル：受信専用機 2008_1） 

 

2 台の無線装置は、1％感度（BER=0.01）が-1～-3dBμV 程度である。 
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(2)耐妨害波特性 

① アナログ方式無線装置 

同一周波数妨害波、隣接周波数妨害波、次隣接周波数妨害波及び、その

近傍の周波数に対する感度抑圧の特性について、それぞれ希望波入力（基

準感度＋3dB、0dBμV、10dBμV、20dBμV）に対する、妨害波入力電圧を

確認した。4 台の測定結果を図 3-10～13 に示す。 
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-100 -90 -80 -70 -60 -50 -40 -30 -20 -10 0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

Δf　[kHz]　（f0=468.825MHz）

妨
害

波
入

力
電

圧
　

[d
B

μ
V
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感度+3dB

0dBμV

10dBμV

20dBμV

図 3-10 妨害波特性（アナログ：まつしたよこはま 503） 
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0dBμV

10dBμV

20dBμV

図 3-11 妨害波特性（アナログ：まつしたよこはま 504） 
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図 3-12 妨害波特性（アナログ：まつしたよこはま 507） 
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図 3-13 妨害波特性（アナログ：まつしたよこはま 508） 

 

 

フィールド試験で用いた「まつしたよこはま 504」では、隣接周波数の

「感度＋3dB」入力時の妨害波入力電圧は 52dBμV（絶対値）、希望波／妨

害波の比は約 60dB であった。また、同一周波数における 12dB SINAD 感度

を得ることができる D/U は希望波 0dBμV、10dBμV、20dBμV のとき約 6～

7dB であった。 

 38



② デジタル方式無線装置 

同一周波数妨害波、隣接周波数妨害波、次隣接周波数妨害波及び、その

近傍の周波数に対する感度抑圧に関して、それぞれ希望波入力（規格感度

＋3dB、10dBμV、20dBμV）に対する妨害波入力電圧について確認した。

2 台についての測定結果を図 3-14、図 3-15 に示す。 
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図 3-14 妨害波特性（デジタル：ちよだじっけん 8） 
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図 3-15 妨害波特性（デジタル：受信専用機 2008_1） 
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フィールド試験で用いた「受信専用機 2008_1」では、隣接周波数の「感度

＋3dB」入力時の妨害波入力レベルは 51～57dBμV（絶対値）、希望波/妨害

波の比は約 52～58dB であった。また、同一周波数における BER 1%を得るこ

とができる D/U は、希望波を 10dBμV、20dBμV とするとき約 10-11dB であ

った。 

 

      (3)音声明瞭度特性 

① アナログ方式無線装置 

受信入力電圧に対する、音声明瞭度の特性を 2 台について確認した。測

定結果を図 3-16 に示す。 
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図 3-16 音声明瞭度特性（アナログ） 

 

② デジタル方式無線装置 

受信入力電圧に対する音声明瞭度の特性を 2 台について確認した。測定

結果を図 3-17 に示す。 

 
 

地域コミュニティ活動においては、高齢者を含め無線に不慣れな住民が多数参

加することから、通話がとぎれず良好に聞こえる「メリット 4」が適当として、

音声明瞭度はこれを基本に検討を進める。 
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図 3-17 音声明瞭度特性（デジタル） 

 (4)送信出力 

使用する減衰器の減衰量を変化させ、無線装置の送信出力を確認した。 

測定結果を表 3-2 に示す。 

 

表 3-2 送信出力 

デジタル 

項目 単位 ちよだじっけん 5 ちよだじっけん 6 ちよだじっけん 7 ちよだじっけん 8

周波数 MHｚ 468.95 468.95 468.95 468.95

dBm 37.11 37.05 36.95  36.70 
出力（5W） 

W 5.14 5.07 4.95  4.68 

dBm 29.87 29.83 29.74  29.54 
出力（1W） 

W 0.97 0.96 0.94  0.90 

dBm 9.84 9.86 9.78  9.94 
出力（0.01W） 

W 0.01 0.01 0.01  0.01 

 

アナログ 

項目 単位 
まつしたよこはま

503 

まつしたよこはま

504 

まつしたよこはま 

507 

まつしたよこはま

508 

周波数 MHｚ 468.825 468.825 468.825 468.825

dBm 36.93 36.85 36.80  36.81 
出力（5W） 

W 4.93 4.84 4.79  4.80 

dBm 29.55 29.50 29.63  29.63 
出力（1W） 

W 0.90 0.89 0.92  0.92 

dBm 9.41 9.44 9.62  9.53 
出力（0.01W） 

W 0.01 0.01 0.01  0.01 

実証試験で用いる送信用の無線装置は、約 5W の送信出力が確認できた。 
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使用測定器類 

(5)基本性能試験結果 

 

 

表 3-3 基本性能試験結果 

 アナログ方式無線装置 

（まつしたよこはま 503、

504、507、508） 

デジタル方式無線装置 

(ちよだじっけん 8、受信専

用機 2008_1) 

入力電圧に対する受

信感度特性 

-5dBμV 入力時、S/N20dB 

 

 
受
信
感
度
丨 

入
力
電
圧
特
性 

入力電圧に対する BER

特性 

 -1～-3dBμV 入力時、

BER は１% 

隣接周波数 妨害波／希望波=60dB 
妨害波／希望波=52～

58dB 

同一周波数(12dB 

SINAD を得る D/U) 

希望波 0dBμV、10dBμV、

20dBμV 時、D/U=約 6～7dB

 

耐
妨
害
波
特
性 

同一周波数 

(BER1%を得る D/U) 

 希望波 10dBμV、20dBμ

V 時、D/U=約 10～11dB 

音
声
明
瞭

度
特
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３.３.２ 開放地における電波到達距離及び所要電力試験結果 

３.３.２.１ 所要電力の測定 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での受信電界強度を図 3-

18、図 3-19 に示す。 
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図 3-18 受信電界強度特性（アナログ） 
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図 3-19 受信電界強度特性（デジタル） 

 

受信電界強度が弱い点のデータが、飽和しているような結果となっているが、

これは、電界強度測定器の測定限界の影響によるもので、電界自体が飽和して

いるものではない。 

送信電力と受信電界がほぼ比例する部分を用いて電界強度を補正すると図 3-

20、図 3-21 のグラフになる。このグラフと 3.3.2.3 の音声明瞭度測定結果よ

り、音声明瞭度 4 を得るための電界強度はアナログでは 19～47dBμV/m、（赤
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い網掛け部分）デジタルでは 12～22dBμV/m（赤い網掛け部分）であることが 

わかる。 

また、送信電力を 1W 固定にしたとき、5000m まで音声明瞭度 4 を得ることが 

できた。 
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図 3-20 電界強度換算値（アナログ） 
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図 3-21 電界強度換算値（デジタル） 
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３.３.２.２ 感度測定 

(1) S/N 測定（アナログ） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での S/N 特性を図 3- 

22 に示す。 

図 3-22 S/N 特性（アナログ） 

(2) BER 測定（デジタル） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での BER 特性を図 3- 

23 に示す。 
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図 3-23 BER 特性(デジタル)
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３.３.２.３ 音声明瞭度測定（アナログ・デジタル） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する、受信点での音声明瞭度を図 3- 

24、図 3-25 に示す。 

図 3-24 音声明瞭度特性（アナログ） 

図 3-25 音声明瞭度特性（デジタル） 
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３.３.３ 郊外地における電波到達距離及び所要電力試験結果 

３.３.３.１ 所要電力の測定 

送-受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での受信電界強度を図 3- 

26、図 3-27 に示す。 
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図 3-26 受信電界強度特性（アナログ） 

図 3-27 受信電界強度特性（デジタル） 

受信電界強度が弱い点のデータが飽和しているような結果となっているが、 
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るものではない。受信電界がほぼ比例している部分を用い受信電界を補正する 

と図 3-28、図 3-29 のグラフになる。このグラフと 3.3.3.3 の音声明瞭度測定 

結果より、音声明瞭度 4 を得るための電界強度はアナログでは 10～32dBμV/m 

（赤い網掛け部分）、デジタルでは 9～30dBμV/m（赤い網掛け部分）である。 

また、所要電力は、下図から求めることができる。 
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図 3-28 電界強度換算値（アナログ） 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

-25 -20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20 25 30 35 40 

送信電力　[dBm] 

電
界

強
度

　
[d

B
μ

V
/
m

] 

200m 

400m 

600m 

800m 

図 3-29 電界強度換算値（デジタル） 
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３.３.３.２感度測定 

(1) S/N 測定（アナログ） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での S/N 特性を図 

3-30 に示す。 

図 3-30 S/N 特性（アナログ） 

(2) BER 測定（デジタル） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する、受信点での BER 特性を図 

3-31 に示す。 

図 3-31 BER 特性（デジタル） 
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３.３.３.３ 音声明瞭度測定（アナログ・デジタル） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での音声明瞭度を図 3-32、 

図 3-33 に示す。 

図 3-32 音声明瞭度特性（アナログ） 

図 3-33 音声明瞭度特性（デジタル） 
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３．３．４ 市街地における電波到達距離及び所要電力試験結果 

３.３.４.１ 所要電力の測定 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での受信電界強度を図 3- 

34、図 3-35 に示す。 

図 3-34 受信電界強度特性（アナログ） 

図 3-35 受信電界強度特性（デジタル） 

受信入力電圧が弱い点のデータが飽和しているような結果となっているが、 

これは、測定系の測定限界の影響によるもので、受信入力電圧自体が飽和して 

いるものではない。 
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送信電力と受信入力電圧が比例している部分を用い補正して電界強度を換算 

すると図 3-36、図 3-37 のグラフになる。このグラフと 3.4.3.3 の音声明瞭度 

測定結果より、音声明瞭度 4 を得るための電界強度はアナログでは 29～33dBμ 

V/m（網掛け部分）、デジタルでは 9～28dBμV/m（網掛け部分）であることが 

わかる。また、所要電力は、下図から求めることができる。 
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図 3-36 電界強度換算値（アナログ） 

0 

10 

20 

30 

40 

50 

60 

70 

80 

90 

100 

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20 25 30 35 

送信電力　[dBm] 

電
界

強
度

　
[d

B
μ

V
/
m

] 

60m 

200m 

400m 

図 3-37 電界強度換算値（デジタル） 
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３.３.４.２ 感度測定 

(1) S/N 測定（アナログ） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での S/N 特性を図 

3-38 に示す。 

図 3-38 S/N 特性（アナログ） 

(2) BER 測定（デジタル） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での BER 特性を図 

3-39 に示す。 
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３.３.４.３ 音声明瞭度測定（アナログ・デジタル） 

送－受信局間の距離ごとの送信出力に対する受信点での音声明瞭度を図 3-40、 

図 3-41 に示す。 

図 3-40 音声明瞭度特性（アナログ） 

下り音声メリット（デジタル） 
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図 3-41 音声明瞭度特性（デジタル） 
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３.３.５ 木造、鉄筋家屋内・外の伝搬状況試験結果 

(1) 木造家屋 

下表 3-4 に木造家屋における伝搬結果を示す。結果からわかるように木造家 

屋による減衰量は概ね 1～2 dB でほとんど影響がないと判断できる。 

表 3-4 伝搬結果（木造家屋） 

アンテナ 
入力レベル 

[ｄBm] 

アンテナ 
ゲイン 
[dBi] 

測定ポイント 

屋外 
受信電界 

強度 
[dBμ 
V/m] 

屋内 
受信電界 

強度 
[dBμ 
V/m] 

1 30 2.15 
窓のある和室A及び 
その外側 

42 41 1 

2 30 2.15 
窓のない調理室及 
びその外側 

39 37 2 

3 30 2.15 
窓のある多目的ホー 
ルB及びその外側 

32 31 1 

参考 30 2.15 窓のない和室B ----- 30 ----- 
外側は地形的に 
測定不可 

No. 備考 

受信局 

木造家屋 
による 
減衰量 

[dB] 

送信局 

(2) 鉄筋家屋 

下表 3-5 に鉄筋家屋における伝搬結果を示す。鉄筋家屋の場合は、1 階エン 

トランスの結果からわかるとおり、壁 1 枚程度であれば、減衰量は 2 dB 程度 

で大きな減衰は発生しない。しかし、1 階廊下の結果のように屋外と屋内とで 

複数の壁で隔たられている場合は、影響が大きく受信電界レベルの差が大きい 

ことがわかる。 

また校正室での結果は、屋内・屋外の受信電界レベルが逆転しているが、こ 

れは調査の結果、鉄筋家屋周辺の建造物からの反射波による影響が大きく、電 

界強度レベルが逆転したものと判断する。 

表 3-5 伝搬結果（鉄筋家屋） 

アンテナ 
入力レベル 

[ｄBm] 

アンテナ 
ゲイン 
[dBi] 

測定ポイント 

屋外 
受信電界 

強度 
[dBμ 
V/m] 

屋内 
受信電界 

強度 
[dBμ 
V/m] 

1 30 2.15 
1階廊下中央 
及びその外側 

38 30 8 屋内：1階廊下中央 

2 30 2.15 
1階エントランス 
及びその外側 

38 36 2 屋内：1階エントランス 

参考 30 2.15 
1階校正室 
及びその外側 

36 41 -5 
屋内の窓のブラインド有 
無による影響なし 

参考 30 2.15 
1階校正室 
及びその外側（角） 

34 41 -7 
屋内の窓のブラインド有 
無による影響なし 

参考 30 2.15 2階踊り場 ----- 36 ----- 屋内：2階踊り場 

受信局 
鉄筋家屋 

による 
減衰量 
[dB] 

送信局 

備考 No.
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３.３.６ 妨害波に対する干渉（D/U）試験結果 

(1) D/U 

希望波の電界強度に対する妨害波の電界強度を測定した。 

試験では、音声明瞭度 4 に固定した希望波到達電界強度に対して、妨害波の 

到達電界強度を変化させ D/U を求めた。 

希望波と受信点の位置関係を不変としたので、希望波からの到達電界強度は 

試験中ほぼ一定であり、アナログ無線装置の場合 30dBμV/m～34dBμV/m、デジ 

タル無線装置の場合 31dBμV/m～33dBμV/m であった。なお、希望波送信電力 

は、郊外地における電波到達距離及び所要電力試験において当該受信点での音 

声明瞭度が劣化し始める電力をもとに 0.1W と定めた。 

一方、妨害波の電界強度の測定結果は、距離ごとに図 3-42 のようになる。 

ここで示している距離は希望波点からの距離であり、この試験においては希望 

波送信点から受信点までの距離を 600m としたことから、 600m を引いた距離が 

妨害波送信点から受信点までの距離となる。 
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図 3-42 妨害波電界強度特性（アナログ） 

※3600m の測定は、電界強度測定器ではなく、スペクトラムアナライザで測定し 

た換算値
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図 3-43 妨害波電界強度特性（デジタル） 

電界強度が弱い場合のデータは、測定器の感度性能の影響がでているため、 

アンテナ入力レベルの高いデータを用いて補正しなおしたものを、図 3-44、 

図 3-45 に示す。 
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図 3-44 妨害波電界強度特性（アナログ：換算値）
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図 3-45 妨害波電界強度特性（デジタル：換算値） 

(2) 音声明瞭度（アナログ・デジタル） 

希望波受信点において、妨害波送信電力に対する希望波の音声明瞭度を測定 

した結果を図 3-46、図 3-47 に示す。 
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図 3-46 音声明瞭度特性（アナログ）
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図 3-47 音声明瞭度特性（デジタル）
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３.３.７ 分析と評価 

前項までのフィールドで実施した測定結果について整理を行う。 

３.３.７.１ 電波の到達距離と所要電力 

(1) 開放地 

開放地の測定結果をもとに距離に対する伝搬ロスを考えると図 3-48 のよう 

になる。 
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図 3-48 伝搬ロス特性 

ここで青色の実線は大地反射の 2 波モデルによる伝搬ロスカーブを示す。ま 

た、赤色の実線は、秦近似式（郊外地）による伝搬ロスの中央値を示す。 

一方、電界強度に対する音声通話の品質はアナログ、デジタルそれぞれ図 3- 

49、図 3-50 のようになる。
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図 3-49 音声明瞭度特性（アナログ） 
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図 3-50 音声明瞭度特性（デジタル） 

図 3-49、3-50 から音声明瞭度 4 を得るための受信電界強度は、アナログで 

は 20～45dBμV/m 程度、デジタルでは 12～22dBμV/m 程度であった。



62 

(2) 郊外地 

郊外地の測定結果をもとに距離に対する伝搬ロスを考えると図 3-51 のよう 

になる。 
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図 3-51 伝搬ロス特性 

ここで青色の実線は秦近似式（郊外地）による伝搬ロスの中央値を示す。ま 

た、電界強度に対する音声明瞭度はアナログ、デジタルそれぞれ図 3-52、図 

3-53 のようになる。 

400ｍ地点で Loss が大きくなっているが、一般に電波伝搬の短区間変動が、 

6dB～8dB 存在していること及び、郊外地の試験では 400ｍ地点だけが、送信局 

前方にある鉄筋コンクリート建造物の影響を大きく受けることから伝搬ロスの 

増大を生じていると類推できる。



63 

1 

2 

3 

4 

5 

-20 -10 0 10 20 30 40 50 60 

受信電界強度[ｄBμV/m] 

音
声

明
瞭

度
 

200m 

400m 

600m 

800m 

図 3-52 音声明瞭度特性（アナログ） 
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図 3-53 音声明瞭度特性（デジタル） 

図 3-52、3-53 から音声明瞭度 4 を得るための受信電界強度は、アナログで 

は 10～32dBμV/m 程度、デジタルでは 9～30dBμV/m 程度であると考えられる。
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(3) 市街地 

市街地の測定結果をもとに距離に対する伝搬ロスを考えると図 3-54 のよう 

になる。 
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図 3-54 伝搬ロス特性 

ここで赤色の実線は秦近似式（市街地）による伝搬ロスの中央値を示す。ま 

た、電界強度に対する音声通話の品質はアナログ、デジタルそれぞれ図 3-55、 

3-56 のようになる。 
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図 3-55 音声明瞭度特性（アナログ）
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図 3-56 音声明瞭度特性（デジタル） 

図 3-55、3-56 から、音声明瞭度 4 を得るための受信電界強度は、アナログ 

では 29～33dBμV/m 程度、デジタルでは 9～28dBμV/m 程度であると予想され 

る。 

３.３.７.２ 妨害波による影響 

妨害波試験の結果より、希望波と妨害波の電界強度比（D/U）に対する通話品質 

をまとめると図 3-57、図 3-58 のようになる。 
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図 3-57 音声明瞭度対 D/U（アナログ） 
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図 3-58 音声明瞭度対 D/U（デジタル） 

図 3-57、3-58 から、音声明瞭度 4 を得ることができる所要 D/U はアナログの 

場合 2～20dB、デジタルの場合 6～23dB となる。 

３.３.７.３ 分析・評価のまとめ 

前項までの実験結果、分析結果を次に示す。 

測定を行なった送信局から受信局までの距離及び、音声明瞭度 4 を得るこ 

とができる電界強度等を整理するとそれぞれ次表のようになる。 

(1)開放地 

表 3-6 開放地における音声明瞭度 4 を得る電界強度、S/N、BER 

アナログ デジタル 送信局～受信局 

の距離 電界強度 S/N 電界強度 BER 

1200ｍ～5000ｍ 

（5 箇所） 

19～47 

(dBμV/m) 

21～36.5 

(dB) 

12～22 

(dBμV/m) 

1.6～3.8 

（％） 

また、本試験環境では、大地反射の 2 波モデルで伝搬ロス特性を近似するこ 

とができる。 

D/U［dB］



67 

(2)郊外地 

表 3-7 郊外地における音声明瞭度 4 を得る電界強度、S/N、BER 

アナログ デジタル 送信局～受信局 

の距離 電界強度 S/N 電界強度 BER 

200ｍ～800ｍ 

（4 箇所） 

10～32 

(dBμV/m) 

18～30 

(dB) 

9～30 

(dBμV/m) 

1.7～1.8 

（％） 

また、本試験環境では、秦近似式（市街地～郊外地）で伝搬ロス特性を近似 

することができる。 

(3)市街地 

表 3-8 市街地における音声明瞭度 4 を得る電界強度、S/N、BER 

アナログ デジタル 送信局～受信局 

の距離 電界強度 S/N 電界強度 BER 

60ｍ～400ｍ 

（3 箇所） 

29～33 

(dBμV/m) 

30～33 

(dB) 

9～28 

(dBμV/m) 

1.0～1.8 

（％） 

また、本試験環境では、秦近似式（市街地）で伝搬ロス特性を近似すること 

ができる。 

(4)妨害波の干渉 

郊外地での干渉試験の結果、音声明瞭度 4 を確保することができる所要 D/U 

は次のようになる。 

表 3-9 音声明瞭度 4 を得ることができる D/U 

アナログ デジタル 希望波～妨害波 

の距離 妨害波 

電界強度 

希望波 

電界強度 

D/U 妨害波 

電界強度 

希望波 

電界強度 

D/U 

1200ｍ～3600ｍ 

（8 箇所） 

12～28 
(dBμV/m) 

30～34 
(dBμV/m) 

2～20 

(dB) 

7～25 
(dBμV/m) 

30～33 
(dBμV/m) 

6～23 

(dB)
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第４章 地域コミュニティ用無線システムのガイドライン 

 

４.１ 地域コミュニティシステム構築の技術要件 

  第 3 章の試験結果から、地域コミュニティシステム構築の技術要件のほか、それぞれ 

のエリアの標準的な空中線電力、周波数の繰り返し使用についてモデルケースを提案す 

る。システム構築の条件として、送信アンテナは、2 階建ての屋上にポールを立てた状 

態（地上高 8 m）とし、受信アンテナは、送信アンテナの方向の家屋内窓際に設置する 

ものとする。 

 

４.１.１ 標準的な空中線電力   

（１）郊外地 

郊外地において、音声明瞭度 4 を得るための空中線電力は、3.3.7.1 で考察した所

要電界強度から、 

  郊外地での所要電界強度 アナログ 10～32dBμV/m 

              デジタル  9～30dBμV/m 

この値は、バラツキが大きいものの周囲雑音環境の変化、電波伝搬の瞬時的な変動

を含めた測定値であると考えることができ、所要電界強度としてマージンを含めてア

ナログで 32 dBμV/m、デジタルで 30 dBμV/m と考えられる。このときの電界強度を

得るための送信電力は、3.3.3.1 の結果から、 

  所要電界強度を得るための送信電力 アナログ ＋16dBm 

                   デジタル ＋15.5dBm 

となり、送信電力のマージンとして 3 dB を考慮すると、郊外地においては所要電力

として 0.1W（＋20dBm）とすることが適当である。 

 このとき留意すべき事項としては、受信局側のアンテナは、送信局方向を向いた窓

の開口部が広い部屋の窓の傍に設置することが望ましいということである。3.3.5 の

試験結果からもわかるように、窓のある部屋に設置することで、屋外と同等の電界強

度が得られる場合が多くあるということがわかる。 

 

 （２）市街地 

 市街地においても郊外地同様に所要電界強度を求めると、3.3.4.1 の結果から 

       所要電界強度 アナログ 29～33dBμV/m 

              デジタル  9～28dBμV/m 

となり、400ｍ地点で所要電界強度を得るための送信電力は、 

       送信電力   アナログ ＋20dBm 

              デジタル ＋18dBm 

である。本試験での市街地の環境は、ビルが密集しているような状況ではなく、住宅

地のメインストリートにビルが点在しているような、小都市郊外にある市街地を想定

しており、実際に市街地の所要電力を決める際に、留意すべき事項としては、建造物

 69



の高さ及び密集度を勘案しなければならない点である。また、アンテナの設置場所を

配慮することによって大きく状況が変わることが想定される。 

そこで、本試験のような環境での所要電力は 0.1W（＋20dBm）が考えられるが、所

要電力のマージンとして0～10dBを考慮すると、建造物等の状況により0.5W（＋27dBm）

～1W（＋30dBm）の範囲が適当である。 

 

 （３）開放地 

 開放地においても郊外地同様に所要電界強度を求めると、3.3.2.1 の結果から 

       所要電界強度 アナログ 20～47dBμV/m 

              デジタル 12～22dBμV/m 

である。しかしながら、3.3.7.1（１）で示した図 3-48 でわかるように、2000m 地点、

3000m 地点の受信電界強度対音声明瞭度の特性が明瞭度 4、5 付近で極端に悪くなって

いる。しかしながら、明瞭度 3 以下のデータ傾きは他の地点のデータと同様であるこ

と、郊外地、市街地の音声明瞭度特性から、この 2 地点の明瞭度 4,5 の測定に関して

は何らかノイズ環境が他と大きく異なるようなことが発生していると考え、明瞭度 1

～3 の特性が近い 1200m 地点と同一の受信電界強度対音声明瞭度特性を示すものと考

える。このとき、所要電界強度は 

       所要電界強度 アナログ 20～34dBμV/m 

              デジタル 12～22dBμV/m 

となり、1200ｍ地点で所要電界強度を得るための送信電力は、 

       送信電力   アナログ   0dBm 

              デジタル -13dBm 

2000m 地点、3000m 地点の明瞭度劣化等を考慮して送信電力のマージンとして 10dB 考

慮した場合、開放地においては所要電力として 0.01W（＋10dBm）とすることが適当で

ある。 

 開放地の所要電力を決める際さらに留意すべき事項としては、見通しの有無であり、 

本試験においては送受信点間に家屋等の建造物がほぼ無い環境で行われているため、 

建造物の遮蔽のための電力マージンを考慮する必要がある。 

 

 

 ４.１.２ 周波数の繰り返し使用のための技術要件 

 郊外地における妨害波に対する干渉の試験結果から音声明瞭度4を得ることがで

きる所要 D/U は、3.3.7.2 の考察より、 

      所要 D/U   アナログ 2～20dB 

             デジタル 6～23dB 

となる。 

一方、妨害波の伝搬ロスに関して考えると、送信点から受信点までの伝搬ロスデ

ータから、簡易伝搬モデルとして、 

  Loss = K – 10γlog(d) 

    （K、γは各々の伝搬環境下での定数値） 
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を想定したとき、本試験での環境は距離減衰の係数γ=3.7、K= -10.0 のとき比較的

よく近似できることがわかる。 
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図 4-1 郊外地における伝搬特性（妨害波測定データより） 

 

 この伝搬カーブを基に考えた場合、アナログでは希望波の 600 m 地点でのロス

111.7 dB に対して、所要 D/U 20 dB を確保するための妨害波伝搬ロスは 131.7 dB

となり、妨害波送信点から受信点までの離隔距離は 2120 m となる。 

またデジタルの場合、所要 D/U 23 dB を確保するためには妨害波伝搬ロスが

134.7 dB である必要があり、妨害波送信点から受信点までの離隔距離は、2550 m

となる。 

次に、別ゾーンの同一周波数割当局から妨害を受けた場合の同一波の繰り返し

使用を考えると、デジタルでの検討結果がアナログに対しても満足するため、デ

ジタルで考察するものとする。 

 

（アナログ：20dB） 
所要 D/U 23dB メリット 4

（デジタル：23dB） 
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エリアの半径を R とした場合、今回の試験環境においては、0.1W 出力で半径

R=600m であり、最も近い同一波を割り当てられる距離 D はデジタルで、妨害波送

信点から受信点までの離隔距離にエリアの半径を加えたもの（3150m）であり、5.3R

となる。図 4-2 のとおり最も近い同一波を割り当てられるセルの間隔は、一定の

方向に 3 個目のセルとなる。 

  

600 

 R

3150
3000

D＝ 

 

 

 

 

 

図 4-2 エリア半径と同一波妨害局の離隔距離 

 

 6 角形ゾーンを想定した場合 

   )(3 22 ijjiRD ++=   

(i＝ある方向へ i セル移動,ｊ＝60 度半時計回りの方向にｊセル移動) 

 

上式を満たす整数値 i, j を決めたとき、繰り返しゾーン数 N は、 

    ijjiN ++= 22

となり、一定の方向に 3 セル移動した場合の繰り返しゾーン数 N は、 

i = 3, j = 0 のとき、N = 9 でほぼ成立する。 

 

 N = 9 の場合、実際の D の距離は 5.2R となり、エリア周辺(600 m 地点)からの距

離は、2520 m となる。試験の結果得られたエリア周辺からの離隔距離 2550 m より

離隔距離が短くなっているが、影響度として有意差が生じる距離ではなく、9 周波

での繰り返しが妥当と考えられる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 同一周波数ゾーン繰り返しパターン 
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４.１.３ 留意事項 

 ここでの技術的要件は、試験結果（データ）をもとにして検討を行い提案したが、

システム構築や運用においては、試験結果と大きく異なった電波伝搬特性等を考慮

することが必要な場合が考えられる。 

 そのため実環境で留意していかなければならない点について、実証試験を通して

得られた事項を述べる。 

 

（１） 伝搬環境と所要電力 

所要電力は想定される実環境での測定に基づき提案されているが、電波伝搬特

性は地物等の環境（ビル影等の遮蔽）により大きく変化し、また都市雑音のため

に所要電界強度も変化する場合も考慮する必要がある。 

郊外地の伝搬試験においては、伝搬損が標準より約10dB落ち込んだ場合もあり、

また、コミュニティエリアも今回想定した以上の場合も考えられることから、本

件では所要電力のマージンを十分に考慮し、最大 1W が現実的と考えられる。 

なお、電力を 0.1W から 1.0W に変えても、各エリアが等しい電力であれば、周

波数の繰り返し条件は 0.1W の場合と変わらない。 

 

（２） アンテナの設置 

 本モデルケースで考えている送信アンテナ高は、周辺家屋の高さより高い位置

を想定しているため、同一所要電力で同一エリア半径をカバーするためには、送

信用の外部アンテナを屋上に設置する等、アンテナ高を確保する必要がある。ま

た、送信アンテナの設置場所は、周囲の地形、建造物の状況により検討のこと。 

戸別の受信アンテナは、できる限り送信アンテナ方向の窓際が適当であるが、

送信アンテナ側に受信アンテナを置けない場合や障害物がある場合等には外部受

信アンテナの設置の検討も必要である。 

運用にあたっては、住民各戸の受信状況を確認することが必要である。 

 

（３） 同一周波数の配置 

 周波数の繰り返し使用のため同一波を基本的に一定ゾーン間隔で配置するが、

その離隔距離についても電波環境によって考慮すべき場合が考えられる。 

 本試験では、同一周波数の他局との同時送信時において、音声明瞭度 4 を基本

とした周波数配置を提案しているが、エリアの局所で音声明瞭度 3 の場合も考え

られる。 

 

（４） 個々のエリアの評価 

 エリアの評価にあたっては、アナログ、デジタルの方式の違いによる音声明瞭

度の電界強度に対する変化の違いを認識する必要がある。 

 3.3.7.2 で考察された D/U に対する音声明瞭度から、アナログでは D/U の劣化に

つれて音声明瞭度が徐々に悪化するのに対して、デジタルでは急激に悪化する。

この傾向は、妨害波がない状況、受信電界強度の劣化の場合も生じる。アナログ
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では雑音の増大や他局の音声の混信等、ある程度の原因の推定が可能だが、デジ

タルでは無音となってしまうことが短所と考えられる。このため、デジタルでは

エリア内の電界強度や受信の確認が望ましい。 

 

４.１.４ アナログ波とデジタル波の混在 

 アナログとデジタルを同一帯域内で運用する場合については、実証試験が未実施

であることから、同様の検討を行った「情報通信審議会 情報通信技術分科会諮問

第 2009 号」答申の添付資料を参考にした検討を記する。 

 添付資料の中で、同一チャネルにアナログとデジタルを配置する場合の D/U に関

する資料の「表 3-2 同一チャネル周波数共用条件を満たす D/U」と、アナログとデジ

タルの周波数間隔に関する資料の「表 3-3 隣接周波数配置案（共用条件 kHz）」を

用いた。（P81,82 参照） 

 

 表 3-2 から同一チャネルにアナログとデジタルの配置は可能で、その場合の D/U

は、ここに示されている値が十分参考となる。 

実際の無線局の置局にあたっては、表 3-2 が音声明瞭度 2～3 でフェージング等の

電波伝搬上の変動が無い条件のものであることを考慮し、4.1.2 で示した確認が必要

である。 

 また、表 3-11 から隣接するチャネルにアナログとデジタルを配置する場合は、

6.25kHz 間隔のチャネル配置を前提としたデジタルと 12.5kHz 間隔のチャネル配置

を前提としたアナログであっても、両者を 12.5kHz 間隔で配置できる。 
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（情報通信審議会答申より） 

４.１.５ その他 

地域コミュニティ用に周波数を割当て運用する際には、九州以外の他の地域と干

渉・輻輳等を避けるため、調整等を行うことが望ましい。 
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４.２ モデルケース 

技術的要件等を整理し、400MHz 帯の地域コミュニティ用無線システムのモデルケー

スを次のとおり取り纏めた。 

開放地

0.01 W
（見通しの場合）

送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信

局）設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 1200 m１送信局のエリア

開放地
（田園地域の住宅地 ）

想定地域

要 件項 目（条件）

0.01 W
（見通しの場合）

送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信

局）設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 1200 m１送信局のエリア

開放地
（田園地域の住宅地 ）

想定地域

要 件項 目（条件）

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

郊外地 

0.1 W送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信局）

設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 600 m１送信局のエリア

郊外地
（2階建家屋の住宅地）

想定地域

要 件項 目（条件）

0.1 W送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信局）

設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 600 m１送信局のエリア

郊外地
（2階建家屋の住宅地）

想定地域

要 件項 目（条件）

 
 

0.1 W
（建造物等の状況により
0.5 W～1.0W程度に増力）

送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信

局）設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 400 m１送信局のエリア

市街地
（2階建家屋の住宅地中に
集合住宅等のビルが点在）

想定地域

要 件項 目（条件）

0.1 W
（建造物等の状況により
0.5 W～1.0W程度に増力）

送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信

局）設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 400 m１送信局のエリア

市街地
（2階建家屋の住宅地中に
集合住宅等のビルが点在）

想定地域

要 件項 目（条件）

市街地
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付 録 
 

 

フィールド試験関係 
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フィールド試験関係 

 

１ 開放地における電波到達距離及び所要電力の測定状況 

(1)測定状況写真 

  

    希望波送信箇所           希望波送信地点から受信点方向を望む 
 

  

希望波送信局              希望波送信局アンテナ 
 

  

送信局傍の駐車場で行なった受信局    送信局から駐車場内受信局を望む 
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希望波受信局（測定機器）         1200ｍ地点での受信局  

 

                                   

2000ｍ地点での受信局               2000ｍ地点での電界強度測定     

 

    
   3000ｍ地点での受信局            3000ｍ地点での電界強度測定 
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   4300ｍ地点での受信局          4300ｍ地点での電界強度測定  

 

 

  

   5000ｍ地点での電界強度測定         5000ｍ地点での受信局 
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(2)周囲雑音の測定結果 
各測定地点で周囲環境の測定を行ったが、特筆するような妨害波、雑音等は存在 

しないことが確認できた。 
 

 1200m 地点 

 

 2000m 地点 
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 3000m 地点 

 

 4300m 地点 

 

 5000m 地点 
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２ 郊外地における電波到達距離及び所要電力の測定状況 

(1)測定状況写真  

  

  希望波送信箇所            希望波送信地点から受信点方向を望む 

 

  

     希望波送信局            希望波送信局とアンテナ 

 

  

    200ｍ地点での電界強度測定     400ｍ地点での電界強度測定 
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     600ｍ地点での電界強度測定 800ｍ地点での電界強度測定 
 

  

 

 

 

 

 

 

(2) 周囲雑音の測定結果 
各測定地点で周囲環境の測定を行なったが、特筆するような妨害波、雑音等 

は存在しないことが確認できた。 
 

 200m 地点 
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 400m 地点 

 

 600m 地点 

 

 800m 地点 
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３ 市街地における電波到達距離及び所要電力の測定状況 

(1)測定状況写真  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

希望波アンテナ箇所 希望波送信箇所から受信方向を望む（左） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 希望波送信箇所から受信方向を望む（右）  近傍（60ｍ地点） 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

200m 地点                   400m 地点 
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(2) 周囲雑音の測定結果 

各測定地点で周囲環境の測定を行なったが、特筆するような妨害波、雑音等は存在 
しないことが確認できた。 

 

 60m 地点 

 

  

 

  
 
 
 
 
 
 
 

200m 地点 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

400m 地点
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４ 郊外地における妨害波に対する干渉測定状況 

(1)測定状況写真  

①希望波送信局：熊本市小峯三丁目 九州総合通信局電波監理部は省略 

②受信局   ：熊本市佐土原二丁目 熊本市東町地域コミュニティセンター 

③妨害波送信局：熊本市花立五丁目～熊本県上益城郡嘉島町周辺 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

受信局での D/U 測定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

妨害波局 1200m 地点            妨害波局 2400m 地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
妨害波局 3600m 地点 
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５ 木造、鉄筋家屋内・外の伝搬状況の測定状況 

(1) 木造家屋 

①平面図及び測定ポイント 

木造家屋の平面図を図 1 に示す。木造家屋については、窓のある和室、一面壁に 

なっている調理室、洋室の多目的ホールの 3 箇所と各々の建屋の外側に位置する 

ところを測定ポイントとした。和室 B の外側は地形的に測定機器を配置できない 

ため、測定は行わなかった。 

 

 

 

和室 A の外側 調理室の外側

和室 A 和室 B 
調理室 

多目的ホール B

多目的ホール B の外側

図 1 平面図（木造家屋） 
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②測定実施場所の写真 

   
   和室 A での電界強度測定           調理室での電界強度測定 

 

 

     和室 B での電界強度測定        多目的ホール B での電界強度測定 
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    調理室外側での電界強度測定         和室 A 外側での電界強度測定 

 

  
       電界強度測定器類            送信アンテナ 
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(3) 鉄筋家屋 

①平面図及び測定ポイント 

鉄筋家屋の平面図を図 2 に示す。鉄筋家屋については、１階の窓のある校正室、 

廊下中央、エントランスの 3 箇所と、各々の建屋の外側に位置するところを測定 

ポイントとした。また参考値として 2 階の踊り場にて測定を行なった。 
 

 

２階平面図 

校正室

廊下中央

エントランス

踊り場

校正室の外 １階中央の外エントランス前 
 

 

 校正室の角 
１階平面図 

 

図 2 平面図（鉄筋家屋） 
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②測定実施場所の写真 

   送信アンテナ 

  

1 階校正室での電界強度測定（左：ブラインド有、右：ブラインド無） 

 

 

1 階廊下中央での電界強度測定 
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1 階エントランスでの電界強度測定       2 階踊り場での電界強度測定 

 

   

 1 階エントランス前での電界強度測定     1 階中央の外での電界強度測定 

  

  1 階校正室の外での電界強度測定      1 階校正室の角での電界強度測定 
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６ 試験で用いた主要計測器 

 
測定器の種類 品番 諸元概要 

Agilent 8657B FM 変調 FSK 変調 
0.1～2060 MHz, -30～120 dBuV  

Anritsu MS555B FM 変調 25～1000MHz 
信号発生器 

Agilent E4432B FSK 変調 0.25～3000 MHz 
Anritsu MD6420A 信号速度 50bps～10Mbps 

誤り率計 
Ando AE-1421 信号速度 50bps～8448kbps 

Anritsu MS555B OSC: 20～20 kHz, -60～10 dBm 
METER: -70～30 dBm/600Ω 低周波発振器 

レベルメータ 
Matsushita VP7721A OSC: 5～159.9 kHz, -73～6.2 dBm 

METER: -90～40 dBV 
Agilent 8494A＋8496A 0～110dB 1dB ステップ 

Hirose  AT1110 10dB 10W 
Hirose  AT1120 20 dB 10W 
Hirose  AT1006 6dB 10W 
Hirose  AT1010 10dB 10W 

CFA-20SPJ-1 1dB 20W 

可変減衰器 

UFA-100NPJ-6 6dB 100W 

スペアナ Anritsu MS2721A 周波数 100kHz～7.1GHz，  
測定範囲 -153dBm～+30dBm 

電界強度測定器 Anritsu ML524C 
25.000～999.9875MHz 
最小 16～29dBμV 
最大 114～120dBμV 

標準アンテナ Anritsu MP534B 
半波長ダイポール 
平均相対利得 0dB 
25 ～520MHz 

電力計 
Agilent 

E9301B＋E4418B 
10MHz～6GHz 
-30dBm - +44dBm 

標準符号化信号

発生器 
Matsushita PN9 段、PN15 段発生 

FSK ベースバンド信号発生 
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資料１      

地域コミュニティのための 

情報通信システムに関する調査検討会開催趣旨 

 

 

地方の地域社会は過疎化、高齢化、独居老人世帯の増加等の課

題を抱えているが、市町村合併により行政区域の広域化等が進む

中、住民相互の助け合いによる安心・安全確保や地域の活性化が

これまで以上に求められている。   

住民相互の助け合い等の地域コミュニティ活動を円滑に行うた

めには自治会、町内会等の狭い地域コミュニティにおける緊急連

絡などの日頃の身近な情報の共有が重要となる。 

 

このような状況の中、例えば鹿児島県では簡易無線を利用した

町内会単位の手頃な情報通信システムが約 700 地域で導入されて

きており、一層の利用拡大が期待されている。また他地域でも地

域コミュニティ活動を支援する手頃な無線システムの可能性が期

待されている。 

 

そこで、既に地域で行われている防災・防犯をはじめとするコ

ミュニティ活動における情報の伝達・共有の実情・課題、地域コ

ミュニティに適した情報通信システムについて調査・整理すると

ともに、手頃な無線の利用について必要な検討を行い技術的要件

等を明らかにすることにより、地域コミュニティにおける情報伝

達・共有を促進し、地域の安心・安全の向上や地域の活性化に資

する。 
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資料２  

 

地域コミュニティのための情報通信システムに関する調査検討会 

開催要綱 

 

（名 称） 

第１条 この調査検討会は「地域コミュニティのための情報通信システムに関する

調査検討会」（以下「調査検討会」という。）と称する。 

 

（目 的） 

第２条 本調査検討会は、地域コミュニティのための情報通信システムに関して、

既に地域で行われている防災・防犯をはじめとするコミュニティ活動におけ

る情報の伝達・共有の実情・課題、地域コミュニティに適した情報通信シス

テムについて調査・整理するとともに、手頃な無線の利用について必要な検

討を行い技術的要件等を明らかにすることにより、地域コミュニティにおけ

る情報伝達・共有を促進し、地域の安心・安全の向上や地域の活性化に資す

ることを目的とする。 

 

（調査検討事項） 

第３条  調査検討会は、前条の目的を達成するために、次の事項について調査検討

を行う。 

(1) 地域コミュニティ活動における情報の伝達・共有システムの実情・課題

を把握する。 

(2) 地域コミュニティ活動に適した情報通信システムを調査・整理する。 

(3) 地域コミュニティ活動に適した無線利用について技術的要件等を明らか

にする。 

（構 成） 

第４条  調査検討会は、九州総合通信局長の委嘱を受けた別紙に掲げる委員をもっ

て構成する。 

 

（組 織） 

第５条 調査検討会には座長を置く。座長は構成員の互選により選出する。 

  ２ 座長は、調査検討会の審議を促進するため作業部会を開催することができ

る。 
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３ 調査検討会の事務局は九州総合通信局が行う。 

 

（運 営） 

第６条  調査検討会は座長が召集し、主宰する。 

   ２ 調査検討会を召集するときは、構成員に対しあらかじめ日時、場所及び議

題を通知する。 

  ３ 調査検討会の運営に関して必要な事項は、座長が構成員に諮って定める。 

４ 座長が必要と認めたときは、調査検討会に外部有識者の出席を求め、意見

を聴取することができる。 

 

（報 告） 

第７条 座長は、調査検討会の調査検討が終了したときは、その結果を九州総合通

信局長に報告する。 

 

（開催期間） 

第８条  調査検討会は、平成１９年１１月２９日から前条の報告をするまでの期間、

開催する。 
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別紙 

 

地域コミュニティのための情報通信システムに関する調査検討会構成員 

 

   （五十音順、敬称略） 

 

竹垣
たけがき

  弘
ひろし

   社団法人全国陸上無線協会 事業部担当部長 

 

中西
なかにし

  茂
しげる

  鹿児島県 危機管理防災課長 

 

奈良
な ら

 敏
とし

行
ゆき

  社団法人電波産業会 規格会議委員 

松下電器産業株式会社 パナソニック システムソリューションズ

社移動無線事業グループ政策・行政担当部長 

 

平島
ひらしま

  研二
けんじ

  福岡県 総務部消防防災安全課長 

 

松永
まつなが

  正男
ま さ お

 熊本県 地域振興部情報企画課長 

 

三田
み た

  長久
ながひさ

  国立大学法人熊本大学大学院 自然科学研究科  

  情報電気電子工学専攻 教授 

 

横手
よこて

  航
こう

太郎
たろう

  霧島市 企画部共生協働推進課長 
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資料３  

 

調査検討会の公開について 

 

１ 会議は原則、公開とする。 また、資料については、九州総合

通信局のホームページに掲載することとする。 

 

２ 会議及び資料については、当事者又は第三者の権利、利益や

公共の利益を害するおそれがある場合等、座長が必要と認める

場合は、その全部又は一部を非公開とすることができる。 

 

３ 議事要旨については、調査検討会の了承を得て、九州総合通

信局のホームページに掲載し、公開することとする。 
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資料４  

 

  地域コミュニティのための情報通信システムに関する調査検討会 

作業部会開催要綱 

 

（目的） 

第 1 条 地域コミュニティのための情報通信システムに関する調査検討会作業部

会（以下「作業部会」と称する。）は、「地域コミュニティのための情報

通信システムに関する調査検討会（以下「調査検討会」と称する。）」に

おいて、座長より別途検討を行うことが適当とされた作業事項を調査検討

することとする。 

 

（作業事項） 

第２条 作業事項は、座長が検討を行うことが適当とした事項とする。 

     

（構成） 

第３条 作業部会長は調査検討会の座長が指名する。 

 

（運営） 

第４条 作業部会は部会長が招集し主宰する。 

  ２ 作業部会の運営に関して必要な事項は、部会長が作業部会に諮って定める。 

 

（事務局） 

第５条 作業部会の事務局は九州総合通信局が行う。 

 

（開催期間） 

第６条 作業部会の開催期間は調査検討会の開催期間内とする。 
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地域コミュニティのための情報通信システムに関する作業部会構成員 

 

   （五十音順、敬称略） 

 

 

池田
いけだ

  廣一
ひろいち

  株式会社九州テン 生産本部事業推進部事業推進課主事 

 

井上
いのうえ

 康
やす

晴
はる

    アイコム株式会社 営業本部販売課九州営業所長  

 

副島
そえじま

 経
つね

洋
ひろ

   株式会社NTTドコモ九州 法人営業本部法人営業部担当部長 

 

久
ひさし

  徹
とおる

    社団法人全国陸上無線協会 九州支部専務役員代行 

 

森
もり

 剛彦
たけひこ

   日本電気㈱消防・防災ソリューション事業部第三営業部主任 

 

山田
やまだ

 哲
さとし

   松下電器産業株式会社 工場技術グループチームリーダ 

 

渡邉
わたなべ

 勝利
かつとし

 ニシム電子工業株式会社 システム技術本部 

第１システム技術部 

システムインテグレーショングループリーダー 
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資 料 ５ 

調査検討会会議経過 

 

１ 第 1 回調査検討会 平成 19 年 11 月 29 日（木）13 時 30 分 

        場所 KKR ホテル熊本 会議 

議事 (1) 調査検討会の公開について 

 (2) 調査検討会スケジュールについて 

 (3) 作業部会の開催について 

 (4) 地域コミュニティ活動における情報の伝達・共有システムの実

情・課題について 

① 地域コミュニティの現状と課題 

② 地域コミュニティにおける簡易無線の利用の現状と課題 

③ 防災・防犯などの地域コミュニティの通信に関する取り組み

将来動向 

 

２ 第１回作業部会  平成 19 年 12 月 21 日（水）13 時 30 分 

        場所 九州総合通信局会議室 

議事 (1)実証試験実施計画書(素案)について 

(2)実証試験実施場所について 

 

３ 第 2 回調査検討会 平成 20 年１月 24 日（木）13 時 30 分 

        場所 KKR ホテル熊本 会議室 

      議事 (1)第1回会合の議事概要の確認について 

(2)地域コミュニティに適した情報通信システムについて 

(3)実証試験計画（案）について 

(4)「周波数利用と自営陸上移動無線の動向」について 

 

４ 第 2 回作業部会  平成 20 年 3 月 7 日（金）13 時 30 分 

        場所 九州総合通信局会議室 

       議事 実証試験実施結果報告 

 

５ 第 3 回調査検討会 平成 20 年 3 月 28 日（金）13 時 30 分 

        場所 TKP 博多シティーセンター 会議室 

    議事 報告書（案）について 

①調査検討の背景と目的について（第1章） 

②実証試験について（第2章） 

③地域コミュニティ無線システムのガイドラインについて

（第3章） 
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資料７  

 

 

 

 

 

 

本調査検討に関連する無線設備の基準等 

 
 

 

１ ４００ＭＨｚ帯簡易無線局の無線設備及び地域振興用無線局の無線設備の比較表 

  （ＡＲＩＢ ＳＴＡＮＤＡＲＤ 抜粋） 

 

２ 平成２０年５月２１日に電波監理審議会へ諮問された、デジタル簡易無線局と陸上移動業務 

（デジタル）の無線局の無線設備規則 新旧対照表（抜粋） 
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１ ４００ＭＨｚ帯簡易無線局の無線設備及び地域振興用無線局の無線設備の比較表 

（ＡＲＩＢ ＳＴＡＮＤＡＲＤ 抜粋） 

 

送信装置 簡易無線局 地域振興用無線局 

１ 空中線電力 ５Ｗ以下 １０Ｗ以下 

２ 空 中線 電 力

の許容偏差 

＋２０%、－５０% ＋２０%、－５０% 

３ 周 波数 の 許

容偏差 

±３×１０ 

ただし、基本周波数の平均電力が１Ｗ以下の送

信設備±４×１０ 

±３×１０ 

ただし、基本周波数の平均電力が１Ｗ以下の

送信設備±４×１０ 

４ 変調周波数 ３，０００Ｈｚ以内 ３，０００Ｈｚ以内 

５ 隣 接 チ ャ ネ

ル 漏 え い 電

力 

1，250Hz の周波数で最大周波数偏移の 60%の

変調をするために必要な入力電圧より 10dB 高

い入力電圧を加えた場合において、搬送波の

周波数から 12.5KHz 離れた周波数の±4.25KHz

の帯域内に輻射される電力が搬送波電力より

60dB 以上低いものとする。 

1，250Hz の周波数で最大周波数偏移の 60%の

変調をするために必要な入力電圧より 10dB 高

い入力電圧を加えた場合において、搬送波の

周波数から12.5KHz離れた周波数の±4.25KHz

の帯域内に輻射される電力が搬送波電力より

60dB 以上低いものとする。 

６ 占 有周 波 数

帯 幅の 許 容

値 

８．５ＫＨｚ ８．５ＫＨｚ 

７ スプリアス発

射 又は 不 要

発 射の 強 度

の許容値 

空中線電力 

帯 域 外 領 域 に

おけるスプリア

ス 発 射 の 強 度

の許容値 

スプリアス領域

における不要発

射 の 強 度 の 許

容値 

１W を超え５W

以下 

２．５μW 以下 ２．５μW 以下 

１W 以下 ２５μW 以下 ２５μW 以下 
 

空中線電力 

帯域外領域にお

けるスプリアス

発 射 の 強 度 の

許容値 

スプリアス領域

における不要発

射 の 強 度 の 許

容値 

１W を超え２５W

以下 

２．５μW 以下 ２．５μW 以下 

１W 以下 ２５μW 以下 ２５μW 以下 
 

８ 周波数偏移 変調のないときの搬送波の周波数より±２．５Ｋ

Ｈｚ以内、かつ、最大許容値の５０%以上 

変調のないときの搬送波の周波数より±２．５

ＫＨｚ以内、かつ、最大許容値の５０%以上 

９ 総 合 歪 及 び

雑音 

２０ｄＢ以上 ２０ｄＢ以上 

受信装置  

１ 基準感度 １２ｄＢＳＩＮＡＳＤを得るための受信機入力電圧

は、２μV 以下 

１２ｄＢＳＩＮＡＳＤを得るための受信機入力電圧

は、２μV 以下 

２ 実 効選 択 度

におけるスプ

リ ア ス ・ レ ス

ポンス 

６０ｄＢ以上 

ただし、空中線電力が１Ｗ以下の場合５０ｄＢ

以上 

６０ｄＢ以上 

ただし、空中線電力が１Ｗ以下の場合５０ｄＢ

以上 

－６ －６ 

－６ －６ 
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３ 実 効選 択 度

に お け る 隣

接 チ ャ ネ ル

選択度 

６０dB 以上 ６０dB 以上 

４ 実 効選 択 度

に お け る 相

互変調特性 

６０dB 以上 ６０dB 以上 

５ 局 部発 信 器

の 周波 数 変

動 

±３×１０ 

１Ｗ以下±４×１０ 

±３×１０ 

１Ｗ以下±４×１０ 

６ 総 合 歪 及 び

雑音 

２０dB 以上 ２０dB 以上 

７ 副 次 的 に 発

す る 電 波 等

の限度 

受信空中線と電気的常数の等しい疑似空中

線回路の電力が、４０００μμW 以下 

受信空中線と電気的常数の等しい疑似空中

線回路の電力が、４０００μμW 以下 

－６ －６ 

－６ －６ 
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２ 平成２０年５月２１日に電波監理審議会へ諮問された、デジタル簡易無線局と陸上移動業務（デジタル）の無線局の無線設備規則新旧対照表

（抜粋） 

 

○無線設備規則（昭和二十五年電波監理委員会規則第十八号）の一部を改正する省令 新旧対照  

 ＜平成２０年５月２１日電波監理審議会への諮問事項＞ 

 

改 正 案 現 行 

  （簡易無線局の無線設備） 

第五十四条 簡易無線局の無線設備は、次の各号の区別に従い、それぞれ

に掲げる条件に適合するものでなければならない。 

 一 １５０ＭＨｚ帯の周波数でＦ２Ｄ又はＦ３Ｅ電波を使用するもの 

  

  イ 通信方式は、単信方式又は単向通信方式であること。 

  ロ 送信空中線（水平面が指向性を有するものを除く。）の高さは、地上高

３０メートルを超えないものであること。 

 二 １５０ＭＨz帯又は４００ＭＨｚ帯の周波数の電波を使用するもの（前号に

掲げるものを除く。） 

  イ 変調方式は、実数零点単側波帯変調、四分のπシフト四相位相変調又

は四値周波数偏位変調であること。 

  ロ 通信方式は、単信方式、単向通信方式又は同報通信方式であること。 

ハ 一の筐体に納められており、かつ、容易に開けることができないこと。

ただし、電源設備、送話器、受話器その他総務大臣が別に告示するものに

ついては、この限りでない。 

ニ 総務大臣が別に告示する周波数及び空中線電力を使用する電波のみ

発射することができるものであること。 

（簡易無線局の無線設備） 

第五十四条 簡易無線局の無線設備は、次の各号の区別に従い、それぞれ

に掲げる条件に適合するものでなければならない。 

 一 １５０ＭＨｚ帯及び４００ＭＨｚ帯の周波数の電波を使用するもの（次号に

掲げるものを除く。） 

  イ 通信方式は、単信方式又は単向通信方式のものであること。 

  ロ 送信空中線（水平面が指向性を有するものを除く。）の高さは、地上高３

０メートルを超えないものであること。 

 二 ３４７．７ＭＨｚを超え３５１．９ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するもの 

  イ 通信方式は、単信方式又は単向通信方式のものであること。 

ロ 一の筐体に納められており、かつ、容易に開けることができないこと。た

だし、電源設備、送話器、受話器その他総務大臣が別に告示するものに

ついては、この限りでない。 

ハ 総務大臣が別に告示で定める周波数以外の電波の発射ができないも

のであること。 

 

 

 

1
2
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ホ チャネル間隔は、６．２５ＫＨｚであること。 

ヘ 総務大臣が別に告示する技術的条件に適合する送信時間制限装置を

備え付けていること。 

ト 電波の発射後、呼出名称記憶装置に記憶した呼出名称を自動的に送

信するものであること。 

チ キャリアセンスを備え付けるものについては、総務大臣が別に告示する

キャリアセンスの技術的条件に適合するものであること。 

リ 隣接チャネル漏えい電力は、次のとおりであること。 

 (1)  実数零点単側波帯変調方式のものにあつては、１，７００ヘルツの正

弦波により変調を行い、空中線電力を定格出力の８０パーセントに設

定した場合において、送信する電波の周波数から６．２５ＫＨｚ離れた

周波数の（±）１．７ＫＨｚの帯域内に輻射される電力の平均値が平均

電力より４５デシベル以上低い値であること。 

(2) 四分のπシフト四相位相変調方式及び四値周波数偏位変調方式の

ものにあつては、変調信号の送信速度と同じ送信速度の標準符号化試

験信号により変調した場合において、搬送波の周波数から６．２５ＫＨｚ離

れた周波数の（±）Ｒ（Ｒは、変調信号の伝送速度の四分の一の値とす

る。ただし、四値周波数偏位変調方式のものにあつては２ＫＨｚとする。）

の帯域内に輻射される電力が搬送波電力より４５デシベル以上低い値で

あること。 

三～五 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三～五 （略） 

２ 実数零点単側波帯変調方式のものにあつては、前項第一号又は第二号の

規定によるほか、次の各号の条件に適合するものでなければならない。 

一 チャネル間隔は、６．２５ＫＨｚであること。 

二 隣接チャネル漏えい電力は、１，７００ヘルツの正弦波により変調を行

い、 

1
2
2



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（送信装置の条件） 

空中線電力を定格出力の８０パーセントに設定した場合において、送信す

る電波の周波数から６．２５ＫＨｚ離れた周波数の（±）１．７ＫＨｚの帯域内

に輻射される電力の平均値が平均電力より４５デシベル以上低い値であ

ること。 

３ 狭帯域デジタル通信方式（変調方式が四分のπシフト四相位相変調、オフ

セ 

ット四相位相変調、一六値直交振幅変調又はマルチサブキャリア一六値直

交 

振幅変調であるものをいう。以下同じ。）のものにあっては、第一項第１号又

は 

第２号の規定によるほか、次の各号の条件に適合するものでなければなら

な 

い。 

一 変調方式は、四値デジタル変調（四分のπシフト四相位相変調又は、オ

フ 

セット四相位相変調をいう。以下この項及び第五十七条の三の二におい

て 

同じ。）又は、十六値デジタル変調（一六値直交振幅変調又はマルチサブ

キ 

ャリア一六値直交振幅変調をいう。以下この項及び第五十七条の三の二

に 

おいて同じ。）であること。 

二 チャネル間隔は、６．２５ＫＨｚであること。 

三 隣接チャネル漏えい電力は、変調信号の送信速度と同じ送信速度の標

準 

符号化試験信号により変調した場合において、次の値であること。 

1
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第五十七条の三  Ｆ１Ｂ電波、Ｆ１Ｃ電波、Ｆ１Ｄ電波、Ｆ１Ｅ電波、Ｆ１Ｆ電波、Ｆ

１Ｎ電波又はＦ１Ｘ電波、Ｇ１Ｂ電波、Ｇ１Ｃ電波、Ｇ１Ｄ電波、Ｇ１Ｅ電波、Ｇ１

Ｆ電波、Ｇ１Ｎ電波、Ｇ１Ｘ電波５４ＭＨｚを超え９６０ＭＨｚ以下又は１，２１５Ｍ

Ｈｚを超え２，６９０ＭＨｚ以下を使用する固定局、陸上移動業務の無線局及

び携帯移動業務の無線局の無線設備の送信装置は、次の各号に定める条

件に適合するものでなければならない。ただし、時分割多元接続方式携帯

無線通信を行う無線局及び時分割多元接続方式携帯無線通信設備の試験

のための通信等を行う無線局、符号分割多元接続方式携帯無線通信を行

う無線局及び符号分割多元接続方式携帯無線通信設備の試験のための

通信等を行う無線局、時分割・符号分割多重方式携帯無線通信を行う無線

局及び時分割・符号分割多重方式携帯無線通信設備の試験のための通信

等を行う無線局、時分割・符号分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線

局及び時分割・符号分割多元接続方式携帯無線通信設備の試験のための

値得信等を行う無線局、８５０ＭＨｚを超え９１５ＭＨｚ以下の周波数の電波を

使用するＭＣＡ陸上移動通信を行う無線局及びＭＣＡ陸上移動通信設備の

試験のための通信等を行う無線局、８３６ＭＨｚを超え９１５ＭＨｚ以下又は

１，４５３ＭＨｚを超え１，５２５ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するデジタル

ＭＣＡ陸上移動通信を行う無線局及びデジタルＭＣＡ陸上移動通信設備の

試験のための通信等を行う無線局、コードレス電話の無線局、デジタルコー

ドレス電話の無線局、ＰＨＳの陸上移動局、ＰＨＳの基地局、ＰＨＳの基地局

と陸上移動局との間の通信を中継する無線局及びＰＨＳの通信設備の試験

のための通信等を行う無線局、特定小電力無線局、デジタル空港無線通信

を行う無線局及びデジタル空港無線通信設備の試験のための通信等を行

う無線局、小電力セキュリティシステムの無線局、小電力データ通信システ

ムの無線局、直交周波数分割多元接続方式広帯域移動無線アクセスシス

テムの無線局及び直交周波数分割多元接続方式広帯域移動無線アクセス

イ 四値デジタル変調のものにあっては、搬送波の周波数から６．２５ＫＨ

ｚ離れた周波数の（±）Ｒ（Ｒは、変調信号の伝送速度の八分の一の値

とする。）の帯域内に輻射される電力が搬送波電力より４５デシベル以

上低い値であること。 

ロ 十六値デジタル変調のものにあっては、搬送波の周波数から６．２５Ｋ

Ｈｚ離れた周波数の（±）Ｒ（Ｒは、変調信号の伝送速度の四分の一の

値とする。）の帯域内に輻射される電力が搬送波電力より４５デシベル

以上低い値であること。 

 

 

（送信装置の条件） 

第五十七条の三  Ｆ１Ｂ電波、Ｆ１Ｃ電波、Ｆ１Ｄ電波、Ｆ１Ｅ電波、Ｆ１Ｆ電波、Ｆ

１Ｎ電波、Ｆ１Ｘ電波、Ｇ１Ｂ電波、Ｇ１Ｃ電波、Ｇ１Ｄ電波、Ｇ１Ｅ電波、Ｇ１Ｆ電

波、Ｇ１Ｎ電波又はＧ１Ｘ電波５４ＭＨｚを超え９６０ＭＨｚ以下又は１，２１５ＭＨ

ｚを超え２，６９０ＭＨｚ以下を使用する固定局、陸上移動業務の無線局及び

携帯移動業務の無線局の無線設備の送信装置は、次の各号に定める条件

に適合するものでなければならない。ただし、時分割多元接続方式携帯無

線通信を行う無線局及び時分割多元接続方式携帯無線通信設備の試験の

ための通信等を行う無線局、符号分割多元接続方式携帯無線通信を行う無

線局及び符号分割多元接続方式携帯無線通信設備の試験のための通信

等を行う無線局、時分割・符号分割多重方式携帯無線通信を行う無線局及

び時分割・符号分割多重方式携帯無線通信設備の試験のための通信等を

行う無線局、時分割・符号分割多元接続方式携帯無線通信を行う無線局及

び時分割・符号分割多元接続方式携帯無線通信設備の試験のための通信

等を行う無線局、８５０ＭＨｚを超え９１５ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用す

るＭＣＡ陸上移動通信を行う無線局及びＭＣＡ陸上移動通信設備の試験の
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システムの無線設備の試験のための通信等を行う無線局、時分割・直交周

波数分割多元接続方式広帯域移動無線アクセスシステムの無線局及び時

分割・直交周波数分割多元接続方式広帯域移動無線アクセスシステムの

無線設備の試験のための通信等を行う無線局、時分割・周波数分割多元

接続方式広帯域移動無線アクセスシステムの無線局及び時分割・周波数

分割多元接続方式広帯域移動無線アクセスシステムの無線設備の試験の

ための通信等を行う無線局、次条に規定する無線局、簡易無線局並びに総

務大臣が次の各号の条件を適用することが困難又は不合理と認めて別に

告示する無線局の送信装置については、この限りでない。 

一 ～ 三 （略） 

 

（狭帯域デジタル通信方式の無線局の無線設備） 

第五十七条の三の二  狭帯域デジタル通信方式（変調方式が四分のπシフ

ト四相位相変調、オフセット四相位相変調、四値周波数偏位変調、一六値

直交振幅変調又はマルチサブキャリア一六値直交振幅変調であるものをい

う。以下同じ。）の無線局の無線設備であつて、１４２ＭＨｚを超え１７０ＭＨｚ

以下、２５５ＭＨｚを超え２７５ＭＨｚ以下（変調方式が四値周波数偏位変調で

あるものを除く。）又は３３５．４ＭＨｚを超え４７０ＭＨｚ以下の周波数の電波

を使用するものは、次の各号に定める条件に適合するものでなければなら

ない。ただし、特定小電力無線局、デジタル空港無線通信を行う無線局及

びデジタル空港無線通信設備の試験のための通信等を行う無線局、小電

力セキュリティシステムの無線局、海岸局、航空局、実験局、アマチュア局、

簡易無線局並びに総務大臣が次の各号の条件を適用することが困難又は

不合理と認めて別に告示する無線局の無線設備については、この限りでな

い。 

一 変調方式は、四値デジタル変調（四分のπシフト四相位相変調、オフセット

ための通信等を行う無線局、８３６ＭＨｚを超え９１５ＭＨｚ以下又は１，４５３

ＭＨｚを超え１，５２５ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するデジタルＭＣＡ陸

上移動通信を行う無線局及びデジタルＭＣＡ陸上移動通信設備の試験のた

めの通信等を行う無線局、コードレス電話の無線局、デジタルコードレス電

話の無線局、ＰＨＳの陸上移動局、ＰＨＳの基地局、ＰＨＳの基地局と陸上移

動局との間の通信を中継する無線局及びＰＨＳの通信設備の試験のための

通信等を行う無線局、特定小電力無線局、デジタル空港無線通信を行う無

線局及びデジタル空港無線通信設備の試験のための通信等を行う無線

局、小電力セキュリティシステムの無線局、小電力データ通信システムの無

線局、直交周波数分割多元接続方式広帯域移動無線アクセスシステムの

無線局及び直交周波数分割多元接続方式広帯域移動無線アクセスシステ

ムの無線設備の試験のための通信等を行う無線局、時分割・直交周波数分

割多元接続方式広帯域移動無線アクセスシステムの無線局及び時分割・直

交周波数分割多元接続方式広帯域移動無線アクセスシステムの無線設備

の試験のための通信等を行う無線局、時分割・周波数分割多元接続方式広

帯域移動無線アクセスシステムの無線局及び時分割・周波数分割多元接続

方式広帯域移動無線アクセスシステムの無線設備の試験のための通信等

を行う無線局及び次条に規定する狭帯域デジタル通信方式の無線局並び

に総務大臣が次の各号の条件を適用することが困難又は不合理と認めて

別に告示する無線局の送信装置については、この限りでない。 

一 ～ 三 （略） 

 

（狭帯域デジタル通信方式の無線局の無線設備） 

第五十七条の三の二  狭帯域デジタル通信方式の無線局の無線設備であ

つて、１４２ＭＨｚを超え１７０ＭＨｚ以下、２５５ＭＨｚを超え２７５ＭＨｚ以下又

は３３５．４ＭＨｚを超え４７０ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するものは、
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四相位相変調又は四値周波数偏位変調をいう。以下同じ。）又は一六値デジ

タル変調（一六値直交振幅変調又はマルチサブキャリア一六値直交振幅変調

をいう。以下同じ。）であること。 

二 （略） 

三 隣接チャネル漏えい電力は、変調信号の送信速度と同じ送信速度の標準

符号化試験信号により変調した場合において、次のとおりであること。 

イ 四値デジタル変調の場合は、次の値であること。 

(1) チャネル間隔が６．２５ＫＨｚのものにあつては、搬送波の周波数から

６． 

２５ＫＨｚ離れた周波数の（±）Ｒ（Ｒは、変調信号の伝送速度の四分の

一の値とする。ただし、四値周波数偏位変調のものにあつては２ＫＨｚ

とする。以下イにおいて同じ。）の帯域内に輻射される電力が、搬送波

電力より５５デシベル以上低い値又は３２マイクロワット以下の値である

こと。ただし、１ワット以下の無線局の場合は４５デシベル以上低い値で

あること。 

 

(2) ～ (3) （略） 

ロ  （略） 

 

 

第五十八条  Ｆ２Ａ電波、Ｆ２Ｂ電波、Ｆ２Ｃ電波、Ｆ２Ｄ電波、Ｆ２Ｎ電波、Ｆ２Ｘ

電波、Ｆ３Ｃ電波又はＦ３Ｅ電波を使用する無線局の無線設備の送信装置

は、次の各号に定める条件に適合するものでなければならない。ただし、航

空移動業務の無線局（無線通信規則付録第十八号の表に掲げる周波数の

電波を使用する航空機局を除く。）放送局、放送中継を行う無線局、８５０Ｍ

Ｈｚを超え９１５ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するＭＣＡ陸上移動通信を

次の各号に定める条件に適合するものでなければならない。ただし、特定小

電力無線局、デジタル空港無線通信を行う無線局及びデジタル空港無線通

信設備の試験のための通信等を行う無線局、小電力セキュリティシステム

の無線局、海岸局、航空局、実験局、アマチュア局及び簡易無線局並びに

総務大臣が次の各号の条件を適用することが困難又は不合理と認めて別

に告示する無線局の無線設備については、この限りでない。 

 

 

 

一 変調方式は、四値デジタル変調又は一六値デジタル変調であること。 

 

 

 

二 （略） 

三 隣接チャネル漏えい電力は、変調信号の送信速度と同じ送信速度の標準

符号化試験信号により変調した場合において、次のとおりであること。 

イ 四値デジタル変調の場合は、次の値であること。 

(1) チャネル間隔が６．２５ＫＨｚのものにあつては、搬送波の周波数から

６． 

２５ＫＨｚ離れた周波数の（±）Ｒ（Ｒは、変調信号の伝送速度の四分の

一の値とする。以下イにおいて同じ。）の帯域内に輻射される電力が、

搬送波電力より５５デシベル以上低い値又は３２マイクロワット以下の

値であること。ただし、１ワット以下の無線局の場合は４５デシベル以上

低い値であること。 

 

(2) ～ (3) （略） 
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行う無線局及びＭＣＡ陸上移動通信設備の試験のための通信等を行う無線

局、８３０ＭＨｚを超え８８７ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用する空港無線

電話通信を行う無線局及び空港無線電話通信設備の試験のための通信等

を行う無線局、特定ラジオマイクの陸上移動局、コードレス電話の無線局、

特定小電力無線局、小電力セキュリティシステムの無線局、小電力データ

通信システムの無線局、実験局、簡易無線局、アマチュア局、構内無線局

並びに総務大臣が次の各号の条件を適用することが困難又は不合理と認

めて別に告示する無線局の送信装置については、この限りでない。 

 

 

一 ～ 五 （略） 

別表第一号（第５条関係） 

周波数の許容偏差の表 

周波数帯 無線局 周波数の許容偏差（Ｈｚ

又はＫＨｚを付したもの

を除き、百万分率） 

１～５（略） （略） （略） 

６  100MHz を 超 え

470MHz 以下 

 

 

 

 

 

 

 

１～７（略） 

８ 簡易無線局（注５０）

 

 

 

 

 

 

 

（略） 

             ２

０ 

 

 

 

 

 

 

ロ  （略） 

 

 

第五十八条  Ｆ２Ａ電波、Ｆ２Ｂ電波、Ｆ２Ｃ電波、Ｆ２Ｄ電波、Ｆ２Ｎ電波、Ｆ２Ｘ

電波、Ｆ３Ｃ電波又はＦ３Ｅ電波を使用する無線局の無線設備の送信装置

は、次の各号に定める条件に適合するものでなければならない。ただし、航

空移動業務の無線局（無線通信規則付録第十八号の表に掲げる周波数の

電波を使用する航空機局を除く。）放送局、放送中継を行う無線局、８５０Ｍ

Ｈｚを超え９１５ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するＭＣＡ陸上移動通信を

行う無線局及びＭＣＡ陸上移動通信設備の試験のための通信等を行う無線

局、８３０ＭＨｚを超え８８７ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用する空港無線電

話通信を行う無線局及び空港無線電話通信設備の試験のための通信等を

行う無線局、特定ラジオマイクの陸上移動局、コードレス電話の無線局、特

定小電力無線局、小電力セキュリティシステムの無線局、小電力データ通信

システムの無線局、実験局、簡易無線局（３３５．４ＭＨｚ超え４７０ＭＨｚ以下

の周波数の電波を使用するものを除く。）アマチュア局、構内無線局並びに

総務大臣が次の各号の条件を適用することが困難又は不合理と認めて別

に告示する無線局の送信装置については、この限りでない。 

 

一 ～ 五 （略） 

別表第一号（第５条関係） 

周波数の許容偏差の表 

周波数帯 無線局 周波数の許容偏差（Ｈｚ

又はＫＨｚを付したものを

除き、百万分率） 

１～５（略） （略） （略） 
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 ９～１０（略）  

（略） 

７～９（略） （略） （略） 

 

注１～４３ （略） 

 ４４ 実数零点単側波帯変調方式（１４２ＭＨｚを超え１７０ＭＨｚ以下及び３３

５．４ＭＨｚを超え４７０ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するものに限

る。）又は狭帯域デジタル通信方式の無線局（ただし、海岸局及び航空局

を除く。）の送信設備に使用する電波の周波数の許容偏差は、この表に

規定する値にかかわらず、次の表のとおりとする。ただし、第５７条の３の

２ただし書の規定により総務大臣が別に告示する無線局の無線設備に

係るものについては、この限りでない。 

周波数の許容偏差（百万分率） 周波数帯 無線局 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） １ 142MHz を

超え 170 

MHz 以下 

  

陸上移動局

及び携帯局 

（略） （略） （略） 

２ （略）     

固定局及び

陸上局 

（略） （略） （略） ３  335.4MHz

を超え 470 

MHz 以下 陸上移動局

又は携帯局

であつて、平 

均電力が 1W

（略） （略） （略） 

６  100MHz を 超 え

470MHz 以下 

１～７（略） 

８ 簡易無線局（注４

４） 

(1) 335.4ＭＨｚを超え

470ＭＨｚ以下のも

の 

ア １Ｗ以下のもの 

イ １Ｗを超えるも

の 

(2)  その他の周波数

のもの 

９～１０（略） 

 

（略） 

 

 

 

 

4 

3 

20 

 

（略） 

 

７～９（略） （略） （略） 

 

注１～４３ （略） 

 ４４ 実数零点単側波帯変調方式（１４２ＭＨｚを超え１７０ＭＨｚ以下及び３３

５．４ＭＨｚを超え４７０ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用するものに限

る。）又は狭帯域デジタル通信方式の無線局（ただし、海岸局及び航空局

を除く。）の送信設備に使用する電波の周波数の許容偏差は、この表に

規定する値にかかわらず、次の表のとおりとする。ただし、第５７条の３の

２ただし書の規定により総務大臣が別に告示する無線局の無線設備に係

るものについては、この限りでない。 

周波数の許容偏差（百万分率） 周波数帯 無線局 

（略） （略） （略） 

１ 142MHz を （略） （略） （略） （略） 
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以下のもの 

 

 

陸上移動局

又は携帯局

であつて、平

均 電 力 が １

Ｗを超えるも

の 

（略） （略） （略） 

※１ この値は、基準局の場合に限る。 

  ２ この値は、周波数追従機能を使用する場合に限る。この場合は、Ａは、

基 

準局の周波数の偏差とする。 

 

４５～４９  （略） 

 

５０ 簡易無線局（第５４条第２号に規定する技術基準に適合するもの（以下

「デジタル簡易無線局」という。）に限る。）の送信設備に使用する電波の周波

数の許容偏差は、この表に規定する値にかかわらず、次の表のとおりとする。

周波数の許容偏差（百万分率） 変調方式 

１５０ＭＨｚ帯 ４００ＭＨｚ帯 

実数零点単側波帯変

調 

四値周波数偏位変調 

±１．５ 

四分のπシフト四相位

相変調 

±２．５ 

±０．９ 

超え 170 

MHz 以下 

  

陸 上 移 動

局 、 携 帯 局

及び簡易無

線局 

（略） （略） （略） 

２ （略）     

固定局及び

陸上局 

（略） （略） （略） 

陸上移動局

又は携帯局

であつて、平

均電力が 1W

以 下 の も の

及び簡易無

線局 

（略） （略） （略） 

３  335.4MHz

を超え 470

MHz 以下 

陸上移動局

又は携帯局

であつて、平

均 電 力 が １

Ｗを超えるも

の 

（略） （略） （略） 

※１ この値は、基準局の場合に限る。 

  ２ この値は、周波数追従機能を使用する場合に限る。この場合は、Ａは、

基 

準局の周波数の偏差とする。 

 

４５～４９  （略） 

1
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別表第二号（第６条関係） 

第 側波帯変調方式又は狭帯域デジタル通信方式の無線局

第１～３６ （略） 

３７  実数零点単

及び簡易無線局（デジタル簡易無線局に限る。）の無線設備の占有周波

数帯幅の許容値は、第１から第４までの規定にかかわらず、次のとおり指

定する。この指定をする場合には、電波の型式に関して表示する。ただ

し、第５７条の３の２ただし書の規定により総務大臣が別に告示する無線

局の無線設備に係るものについては、総務大臣が別に告示する。 

 

３８～５４ （略） 

別表第三号（第７条関係） 

１

（略） 

ＣＡ陸上移動通信を行う無線局、デジタルＭＣＡ陸上移動

第

 

～２ （略） 

注１～１８ 

注１９ デジタルＭ

通信設備の試験のための通信等を行う無線局、１４２ＭＨｚを超え４７０

ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用する実数零点単側波帯変調方式又

は狭帯域デジタル通信方式の無線局（海岸局、航空局、実験局及びア

マチュア局並びに総務大臣が別に告示するものを除く。）、市町村デジ

タル防災無線通信を行う固定局並びに簡易無線局（デジタル簡易無線

局に限る。）の送信設備の帯域外領域におけるスプリアス発射の強度

の許容値及びスプリアス領域における不要発射の強度の許容値は、２

（１）及び１８に規定する値にかかわらず、次のとおりとする。 

 表（略）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第二号（第６条関係） 

第１～３６（略） 

第３７  実数零点単側波帯変調方式又は狭帯域デジタル通信方式の無線局

の無線設備の占有周波数帯幅の許容値は、第１から第４までの規定にか

かわらず、次のとおり指定する。この指定をする場合には、電波の型式に

関して表示する。ただし、第５７条の３の２ただし書の規定により総務大臣

が別に告示する無線局の無線設備に係るものについては、総務大臣が

別に告示する。 

 

第３８～５４ （略） 

 

別表第三号（第７条関係） 

１～２ （略） 

注１～１８ （略） 

注１９ デジタルＭＣＡ陸上移動通信を行う無線局、デジタルＭＣＡ陸上移動

1
3
0



 
 

附 則 

日（施行期 ） 

１ 公布の日から施行する。この省令は  

（経過措置） 

２ 施行の際現に免許又は予備免許を無受けている、この省令にこの省令の

よる改正前の設備規則（以下「旧規則」という。）第五十四条第一項第一号

（４００ＭＨｚ帯の周波数でＦ２Ｄ又はＦ３Ｅ電波を使用するものに限る。）及び

同項第２号（Ｆ２Ｂ、Ｆ２Ｃ、Ｆ２Ｄ、Ｆ３Ｃ又はＦ３Ｅ電波を使用するものに限

る。）の簡易無線局の無線設備の条件については、この省令による改正後

の設備規則（以下「新規則」という。）の規定にかかわらず、平成３４年１１月

３０日までの間は、なお従前の例によることができる。 

総務大臣は、この省令の施行の日から平成３４年１１３ 月３０日までの間は、

新規則の規定にかかわらず、旧規則第五十四条第一項第一号（４００ＭＨｚ

帯の周波数でＦ２Ｄ又はＦ３Ｅ電波を使用するものに限る。）及び同項第二号

（Ｆ２Ｂ、Ｆ２Ｃ、Ｆ２Ｄ、Ｆ３Ｃ又はＦ３Ｅ電波を使用するものに限る。）の規定に

基づき、免許又は無線設備の工事設計の変更の許可を与えることができ

る。 

 

通信設備の試験のための通信等を行う無線局、１４２ＭＨｚを超え４７０

ＭＨｚ以下の周波数の電波を使用する実数零点単側波帯変調方式又

は狭帯域デジタル通信方式の無線局（海岸局、航空局、実験局及びア

マチュア局並びに総務大臣が別に告示するものを除く。）並びに市町村

デジタル防災無線通信を行う固定局の送信設備の帯域外領域におけ

るスプリアス発射の強度の許容値及びスプリアス領域における不要発

射の強度の許容値は、２（１）及び１８に規定する値にかかわらず、次の

とおりとする。 

 

表（略） 
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地域コミュニティのための情報通信システムに
 関する調査検討会報告書【概要版】
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九州総合通信局
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目 的

第1章
 

調査検討の背景と目的

住民相互の助け合いによる円滑な地域コミュニティ活動による問題解決

自治会、町内会等の狭い地域コミュニティにおける緊急連絡などの日頃の身近な情報の共有が重要

地方の地域社会の課題

現在、地域コミュニティにおいて利用されている情報通信システムは、防災行政無線をはじめケーブルテレビや携帯電話

 
のメール等、地域の実情に応じたシステムを採用している。

地域コミュニティにおける情報通信システムの現状

・安心・安全の確保
・地域の活性化問題化

・過疎化
・高齢化
・独居老人世帯の増加
・合併等による行政区域の広域化

 
平成１７年九州各県の高齢者単身世帯数と６５歳以上人口に占める割合

-

20,000

40,000

60,000
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100,000
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200,000

福
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県

長
崎

県

熊
本

県
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分

県

宮
崎

県
鹿

児
島

県

世
帯

数

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

割
合

(%
)

高齢者単身世帯数

６５歳以上人口に占める割合

全国平均割合 15.1%
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地域コミュニティにおける簡易無線の利用と無線システムの課題

・地域コミュニティにおける簡易無線の利用地域は、現在約700地域
・鹿児島県は、導入率が高く、平成13年に全国で初めて地域コミュニティ通信

システムを導入
地域コミュニティの通信エリア
農山漁村地域：半径約1000～1200m
住宅地：半径約200～800m
市街地：半径約200～400m

また、山村地域では半径1500m以上のエリアも散在。

霧島市における市町村防災行政無線及び簡易無線局の整備状況(平成２０年２月１日現在）

設置例：鹿児島県阿久根市脇本地区自治会のエリアと同報的通信
を行う簡易無線の設置状況例(芝浦電子工業（株）提供）

■明瞭で安定した通信
■利用拡大のための技術的要件

・自治会ごとのエリアに応じた空中線電力の算出
・近隣自治会との電波の混信・抑圧検討
・周波数（ﾁｬﾈﾙ）の繰り返し使用

・地域社会の手軽な無線
システム導入への期待

・他のシステムからの移行

・将来の利用拡大への対応
・将来の通信輻輳への対応

第２章 地域コミュニティ活動における情報の伝達・共有システムの現状と課題

    同報通信設置例 （阿久根市脇本地区）

350MHz帯（1W）簡易無線

脇本馬場脇本浜

下　村

上　原

深　田

黒之浜

黒之上

大　漉

小漉

八　郷

松ヶ根

古　里

桐野上

桐野下

槝之浦東

槝之浦西

筒　田

黒之瀬戸大橋

永田下

長　島　町
460MHz帯（5W）簡易無線

未確認

大　谷

大川渕

瀬ノ浦下

瀬ノ浦上

国道３号線　至出水市

AZショッピングモール

東牧内

中　村

牧　内

萇　野

横　手

CR

阿久根市　中継
局

CR

CR

CR

CR

CR

CR

CR

CR

CR

ＮＣＲ

ＮＣＲ

ＮＣＲ

ＮＣＲ

ＮＣＲ

CR

ＮＣＲ

９００ｍ

１３００ｍ

６００ｍ１２００ｍ

７００ｍ

３００ｍ

５００ｍ

３００ｍ

１２００

７００ｍ

５００ｍ

７５０ｍ

９００ｍ

８５０ｍ

４００ｍ

９００ｍ

９００ｍ

９００ｍ

７００ｍ

１６００ｍ５００ｍ

９００ｍ

１０００ｍ

９５０ｍ

４５０ｍ

１１００ｍ

７５０ｍ

７００ｍ

７００ｍ

９５０ｍ

宮原９５０ｍ

５００ｍCR

CR

７５０ｍ

１１００ｍ

CR

９００ｍ

７５０ｍ

１２５０ｍ

１０００ｍ

CR

８００ｍ
１１５０ｍ

４００ｍ

２５０ｍ

送信機設置場所
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地域コミュニティにおける無線通信システムの活用事例

住民からの緊急通報

体調が悪い ん
です。

助けて!!

防災･防犯情報
の伝達

A自治会長

落
ち
着
い
て
っ

す
ぐ
に
対
応
し
ま
す
。

サッカー大会

は予定通り

開催します。

地域行事の周知･連絡

ヤ
ッ
タ
ー
！

頑
張
る
ぞ
ぉ
。AA自治会自治会内内

BB自治会自治会内内

B自治会長

よし!! 戸
締まりOK!!

・一斉清掃の連絡
・婦人会、子供会の連絡

・安心安全パトロール連絡

CC自治会自治会内内

ペンダント型
無線機

泥棒被害が発生しています。
戸締まりを充分にしてください。

市の防災情報等の伝達
も可能

市
役
所

C自治会長
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最近の各種情報システムの検討

地域コミュニティのための主な情報通信システムの特徴

防災行政無線 ホームページ ＳＮＳ 携帯電話メール ケーブルテレビ 簡易無線
・市町村が運営す
るメディアであり、
自治会等からの発
信には調整が必要

・通信内容に制限
あり

・地域を越えたコ
ミュニティ活動に適
する

・地域を越えたコ
ミュニティ活動に適
する

・都市部や地域を越
えたコミュニティ活動
に適する

・ケーブルテレビ事
業者の運営するメ
ディアであり、自治
会等からの発信に
は要請が必要

・無線従事者免許
が不要で町内会、
公民館等の単位ご
とに同報・通信が
容易

・規模の大きな無
線設備の施設整
備工事

・高齢者にはホー
ムページが利用し
にくい場合もある

・インターネット環
境が必要

・高齢者にはSNS
が利用しにくい場
合もある

・インターネット環
境が必要

・高齢者には携帯電
話のメールが利用し
にくい場合もある

・サービスエリアで
は利用が容易

・番組制作が必要

・サービスエリアで
は利用が容易

・無線設備が安価
で設置が容易

・操作が簡単

・住民への情報伝
達のための十分な
機能を備えており
信頼性が高い

・屋外拡声器及び
戸別受信機により
情報を配信

・住民がホーム
ページを開かなく
てはならない

・住民がSNSにアク
セスしなければな
らない

・双方向のやり取り
が可能

・災害等の緊急時に
は操作に手間

・災害時に公衆回線
輻輳の影響を受け
にくく、個人に直接
情報伝達が可能

・ＩＰ告知システム
の導入により、防
災無線的な利用も
可能

・映像放送、音声
告知放送システム
により各世帯に情
報伝達が可能

・住民が常時テレ
ビを見ている訳で
はない

・緊急時でも無線
での音声による伝
達が迅速性に優れ
ている

・他の利用者（簡
易な業務）と周波
数を共用

・防災無線との接
続による補完

・相乗効果あり

特
　
長

特

徴

比較的安価で、導入や設置が容易にでき、操作が簡単で、かつ音声により迅速に通信内容が把握できるシステム

簡易無線が普及、さらなる安定した通信の行える無線の利用拡大に期待

電波の有効利用が必要

 

地域のコミュニティ無線通信システム
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地上高
８ｍ

（１）市街地・郊外地・開放地の電波到達距離及び所要電力
（２）木造、鉄筋家屋内・外の伝搬状況試験

１

 

安定した通信のための測定と実証

２

 

電波の有効利用のための測定と実証

希望波送信局：熊本市内 同一波送信局：
バケット車

受信局

同一波の繰り返し使用についての試験

３

 

試験結果の概要

周波数：４００MHz帯
通信方式：アナログ・デジタル
明瞭で安定した通信

Ａ自治会

電波の繰り返し使用

ｆ１を使用

Ｄ自治会

ｆ１を使用

ｆ２を使用
Ｂ自治会

ｆ３を使用
Ｃ自治会

Ａ自治会

電波の繰り返し使用

ｆ１を使用

Ｄ自治会

ｆ１を使用

ｆ２を使用
Ｂ自治会

ｆ３を使用
Ｃ自治会

（１）安定した通信のための条件
概ね半径数百ｍから数ｋｍの自治会等エリアに必要な

 
送信電力は１００mW以下

（２）電波の有効利用のための条件
次の図のとおりＡ自治会のエリアで使用した周波数は

 
、概ね３つ先のＤ自治会で使用が可能

受信局
（アナログ・デジタル）

地上高
８ｍ

送信局：熊本市内

第３章
 

実証試験

実証試験の概要
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１ 電波到達距離及び所要電力 ①開放地

【試験期間：】
平成２０年２月１８日

【試験実施場所】
熊本県上益城郡益城町周辺

【試験概要】
送信局をグランメッセ熊本に設置し、送信点からの距離 ①1200m、②2000m、③3000m、④4000m、⑤5000m地点に受信

局を移動して測定を実施。

送信局：グランメッセ熊本 

（アナログ・デジタル） 

地上高 

８ｍ 

受信局： 

測定車 

距離：1200m

受信点１

距離：3000m

受信点3

距離：4000m

受信点4

試験① 

試験③ 

試験④ 

試験② 距離：2000m

受信点2

距離：5000m

受信点5

試験⑤ 

送信点

送信点

送信点

送信点

送信点

希望波送信局 希望波送信箇所

希望波受信局（測定機器） 1200m地点での受信局
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１ 電波到達距離及び所要電力 ②郊外地

【試験期間：】
平成２０年２月１９日

【試験実施場所】
熊本県熊本市山ノ神二丁目～熊本市佐土原二丁目付近

【試験概要】
送信局を九州総合通信局電波監理部庁舎に設置し、送信点からの距離 ①200m、②400m、③600m、④800m地点に受

信局を移動して測定を実施。

希望波送信箇所 希望波送信局

200m地点での電界強度測定希望波送信地点から受信点方面を望む

 
送信局：九州総合通信局 

電波監理部 

（アナログ・デジタル） 

地上高 

８ｍ 

受信局： 

測定車 

距離：200m

受信点１

距離：400m

受信点2

距離：600m

受信点3

距離：800m

受信点4

試験① 

試験② 

試験③ 

試験④ 

送信点

送信点

送信点

送信点
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１ 電波到達距離及び所要電力 ③市街地

【試験期間：】
平成２０年２月２１日

【試験実施場所】
熊本県熊本市本荘町NTTドコモ九州ノードビル周辺

【試験概要】

送信局をNTTドコモ九州ノードビル駐車場のバケット車に設置し、送信点からの距離 ①200m、②400m、③その他の周
辺地点に受信局を移動して測定を実施。

送信局：バケット車 

（アナログ・デジタル） 

地上高 

８ｍ 

受信局： 

測定車 

距離：200m

受信点１

距離：400m

受信点2

ノードビル周辺 

受信点3

試験① 

試験② 

試験③ 

送信点

送信点

送信点

希望波アンテナ箇所

200m地点

400m地点



11

１

 
電波到達距離及び所要電力

 
④木造、鉄筋家屋内･外の伝搬状況

【試験期間：】
平成２０年２月１９日

【試験実施場所】
熊本県熊本市佐土原二丁目

 

熊本市東町地域コミュニティセンター及び、総務省九州総合通信局電波監理部
【試験概要】

①熊本市東町地域コミュニティセンターを受信点とし、電波監理部から送信された電波について屋外・屋内の受信電界
強度を測定し、木造家屋の減衰特性を求めた。

②電波監理部を受信点とし、熊本市東町地域コミュニティセンター付近に設置したバケット車から送信された電波につ
いて屋外・屋内の受信電界強度を測定し、鉄筋家屋の減衰特性を求めた。

①木造家屋：熊本市東町地域コミュニティセンター

②鉄筋家屋：総務省九州総合通信局

 

電波監理部

 

 

送信局：九州総合通信局 

   電波監理部 

地上高

８ｍ 

受信局：木造家屋 

（熊本市東町地域コ

ミュニティセンター） 

送信点１ 距離：600m

受信点１

送信点１ 距離：600m

受信点2

地上高

８ｍ 

送信局：バケット車 

（熊本市東町地域コミュニテ

ィセンター） 

受信局： 

鉄筋コンクリート建造物 

九州総合通信局 電波監理部
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２

 
妨害波に対する干渉

【試験期間：】
平成２０年２月２０日～２２日

【試験実施場所】
熊本県熊本市小峯三丁目～熊本県上益城郡嘉島町一帯

【試験概要】

①希望波送信点の電波監理部庁舎（地上高8m）から、郊外地セルの半径600m離れた位置に受信点（測定車）を置き、その線上の
反対方向の600m（希望波送信点から1200m）の位置に妨害波送信点（バケット車（地上高8m））を仮設、両送信点から所要の送信
電力で送信する。この時の受信点におけるDU比を0dBとし、バケット車を仮設した位置から徐々に移動させ、受信点において音声
明瞭度に影響が出るDU比を測定

 

。
②さらに希望波送信点の電波監理部庁舎（地上高8m）から、郊外地セルの半径600m離れた位置に受信点（測定車）を置き、その線

上の反対方向に妨害波送信点（バケット車（地上高8m））を仮設、両送信点から所要の送信電力で送信する。この時の音声明瞭度
を確認し、希望波送信出力と妨害波送信出力が等しいときに音声明瞭度に影響が出始める地点について、妨害波送信点を約100
m刻みで移動させることで特定した。  

送信局 
九州総合通信局電波監理部 

受信局 

600ｍ地点 

妨害波局 

1200ｍ地点 妨害波局 

1300ｍ地点 

妨害波局 

1500ｍ地点 

妨害波局 

1700ｍ地点 
妨害波局 

2100ｍ地点 

妨害波局 

2300ｍ地点 
妨害波局 

2400ｍ地点 

妨害波局 

3600ｍ地点 

送信局：九州総合通信局 

   電波監理部 

地上高 

８ｍ 

受信局：木造家屋 

（熊本市東町地域コ

ミュニティセンター） 

送信点１ 距離：600m

受信点１

送信点１ 距離：600m

受信点2

地上高 

８ｍ 

送信局：バケット車 

（熊本市東町地域コミュニテ

ィセンター） 

受信局： 

鉄筋家屋 

九州総合通信局 電波監理部
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３ 試験結果の分析・評価
■電波の到達距離と所要電力 ①開放地

開放地の測定結果をもとに距離に対する伝搬ロスを考え
ると図2-50のようになる。
ここで水色の実線は大地反射の2波モデルによる伝搬ロス
カーブを示す。また、黄色の実線は、秦モデル（開放地）に
よる伝搬ロスの中央値を示す。

一方、電界強度に対する音声通話の品質はアナログ、デ
ジタルそれぞれ図2-51、図2-52のようになる。

グラフから音声明瞭度4を得るための所要電界強度は、
アナログでは、20～45dBμV/m程度、デジタルでは、12～
22dBμV/m程度であった。

図2-50 伝搬ロス特性

図2-51 音声明瞭度特性（アナログ） 図2-52 音声明瞭度特性（デジタル）

図2-50 伝搬ロス特性

音
声
明
瞭
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声
明
瞭
度

5

4

3

2

1

0 10 20 30 40 50 60 70

受信電界強度[dBμV/m]

下り音声明瞭度 下り音声明瞭度
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３ 試験結果の分析・評価
■電波の到達距離と所要電力 ②郊外地

郊外地の測定結果をもとに距離に対する伝搬ロスを考
えると図2-53のようになる。ここで黄色の実線は秦モデル
（郊外地）による伝搬ロスの中央値を示す。また、電界強
度に 対する音声明瞭度はアナログ、デジタルそれぞれ図
2-54、図2-55のようになる。グラフから音声明瞭度4を得る
ための 所要電界強度は、アナログでは、10～32dBμV/m
程度、デ ジタルでは、9～30dBμV/m程度であると考えら
れる。

図2-53 伝搬ロス特性

図2-54 音声明瞭度特性（アナログ） 図2-55 音声明瞭度特性（デジタル）

図2-53 伝搬ロス特性
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３ 試験結果の分析・評価
■電波の到達距離と所要電力 ③市街地

市街地の測定結果をもとに距離に対する伝搬ロスを考
えると図2-56のようになる。ここで黄色の実線は秦モデル
（市街地）による伝搬ロスの中央値を示す。また、電界強
度に対する音声通話の品質はアナログ、デジタルそれぞ
れ図2-57、図2-58のようになる。音声明瞭度4を得るため
の所要電界強度は、アナログでは、29～33dBμV/m程度、
デジタルでは、9～28dBμV/m程度であると予想される。

図2-56 伝搬ロス特性

図2-57 音声明瞭度特性（アナログ） 図2-58 音声明瞭度特性（デジタル）

図2-56 伝搬ロス特性
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３

 
試験結果の分析・評価

■電波の到達距離と所要電力

 

④木造、鉄筋家屋内・外の伝搬試験結果

①木造家屋
下表2-3に木造家屋における伝搬結果を示す。結果からわかるように木造家屋による減衰量は概ね1～2 dBで、ほとんど影響
がないと判断できる。

②鉄筋家屋
下表2-4に鉄筋家屋における伝搬結果を示す。鉄筋家屋の場合は、1階エントランスの結果からわかるとおり、壁1枚程度で

あれば、減衰量は2dB程度で大きな減衰は発生しない。しかし、1階廊下の結果のように、屋外と屋内とで複数の壁で隔たら
れている場合は、影響が大きく受信電界レベルの差が大きいことがわかる。

また校正室での結果は屋内・屋外の受信電界レベルが逆転しているが、これは調査した結果、鉄筋家屋周辺の建造物か
らの反射波による影響が大きく、逆転したものと判断する。

表2-3

 

伝搬結果（木造家屋）

表2-4

 

伝搬結果（鉄筋家屋）

送信
出力
[dBm]

固定
ATT
[dB]

STEP
ATT
[dB]

ケーブル
ロス
[dB]

アンテナ
入力

レベル
[ｄBm]

測定ポイント

屋外
受信電界

レベル
[dBμV/m]

屋内
受信電界

レベル
[dBμV/m]

1 37 1 2 4 30
1階廊下中央
及びその外側

38 30 8 屋内：1階廊下中央

2 37 1 2 4 30
1階エントランス
及びその外側

38 36 2 屋内：1階エントランス

参考 37 1 2 4 30
1階校正室
及びその外側

36 41 -5
屋内の窓のブラインド有無
による影響なし

参考 37 1 2 4 30
1階校正室
及びその外側（角）

34 41 -7
屋内の窓のブラインド有無
による影響なし

参考 37 1 2 4 30 2階踊り場 ----- 36 ----- 屋内：2階踊り場

送信局

No. 備考

受信局
鉄筋家屋

による
減衰量

[dB]

送信
出力
[dBm]

固定
ATT
[dB]

STEP
ATT
[dB]

ケーブル
ロス
[dB]

アンテナ
入力

レベル
[ｄBm]

測定ポイント

屋外
受信電界

レベル
[dBμV/m]

屋内
受信電界

レベル
[dBμV/m]

1 37 1 2 4 30 窓のある和室A及びその外側 42 41 1

2 37 1 2 4 30 窓のない調理室及びその外側 39 37 2

3 37 1 2 4 30
窓のある多目的ホールB
及びその外側

32 31 1

参考 37 1 2 4 30 窓の無い和室B ----- 30 -----
外側は地形的に
測定不可

送信局

No. 備考

受信局
木造家屋

による
減衰量

[dB]
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妨害波試験の結果より、希望波と妨害波の電界強度比（DU比）に対する通話品質をまとめると図2-59、図2-60のように

 
なる。グラフより、音声明瞭度4を得ることができる所要DU比はアナログの場合2～20dB、デジタルの場合6～23dBとなる。

図2-59

 

音声明瞭度対DU比（アナログ） 図2-60

 

音声明瞭度対DU比（デジタル）
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３

 
試験結果の分析・評価

■妨害波による影響
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地域コミュニティシステム構築の技術要件

第４章
 

地域コミュニティ用無線システムのガイドライン

周波数の繰り返し使用のための技術要件

600

3150

3000

R

D＝

エリア半径と同一波妨害局の離隔距離

■送信局のエリアを標準で半径600mと想定した

 
場合の妨害波送信点から希望は送信点までの

 
離隔距離Ｄは3150mである。

同一周波数ゾーン繰り返しパターン

■6角形ゾーンを想定した場合、9周波数での繰り

 
返しが妥当と考えられる。
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地域コミュニティシステム構築の技術要件

技術的要件等を整理し、４００MHｚ帯の地域コミュニティ用無線システムのモデルケースを取り纏めた。ただし、送信アンテナは２階建て

 
の屋根上にポールを立てた状態（地上高

 

8 m）とし、受信アンテナは、送信アンテナ局方向の窓際を想定するものとする。

モデルケース

郊外地

0.1 W送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信局）

設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 600 m１送信局のエリア

郊外地
（2階建家屋の住宅地）

想定地域

要 件項 目（条件）

0.1 W送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信局）

設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 600 m１送信局のエリア

郊外地
（2階建家屋の住宅地）

想定地域

要 件項 目（条件）

0.1 W
（建造物等の状況により
0.5 W～1.0W程度に増力）

送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信

局）設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 400 m１送信局のエリア

市街地
（2階建家屋の住宅地中に
集合住宅等のビルが点在）

想定地域

要 件項 目（条件）

0.1 W
（建造物等の状況により
0.5 W～1.0W程度に増力）

送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信

局）設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 400 m１送信局のエリア

市街地
（2階建家屋の住宅地中に
集合住宅等のビルが点在）

想定地域

要 件項 目（条件）

市街地開放地

0.01 W
（見通しの場合）

送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信

局）設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 1200 m１送信局のエリア

開放地
（田園地域の住宅地 ）

想定地域

要 件項 目（条件）

0.01 W
（見通しの場合）

送信電力

送信アンテナ側窓側
受信アンテナ（受信

局）設置場所

2階建家屋の屋上（8 m）送信アンテナ設置場所

半径 1200 m１送信局のエリア

開放地
（田園地域の住宅地 ）

想定地域

要 件項 目（条件）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本報告書の取りまとめ結果は､本調査検討会及び九州総合通信局に属するもので

あり､本書の一部または全部を無断でコピー､転載することを禁じます。 

本報告書の内容､その他のお問合わせは､九州総合通信局企画調整課へお願いしま

す。 
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